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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 平均臨時従業員数は、１日８時間換算によるものであります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 平成19年11月

売上高 (百万円) 73,787 73,654 77,667 80,579 84,900

経常利益 (百万円) 2,630 1,465 2,405 2,974 2,846

当期純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) 1,112 △470 1,112 1,211 1,382

純資産額 (百万円) 27,294 23,932 23,939 23,944 24,103

総資産額 (百万円) 42,702 37,503 38,518 38,122 38,691

１株当たり純資産額 (円) 1,189.74 1,043.73 1,043.46 1,045.66 1,053.26

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) 48.27 △20.82 47.17 52.90 60.39

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) 63.9 63.8 62.2 62.8 62.3

自己資本利益率 (％) 3.8 △1.8 4.6 5.1 5.8

株価収益率 (倍) 55.83 ― 44.52 40.93 32.17

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,167 840 3,510 2,831 3,299

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,029 △764 △5,310 △768 △ 1,243

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,633 △2,900 △1,169 △1,176 △ 1,172

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 15,799 12,974 10,005 10,891 11,775

従業員数 
(外、平均臨時従業員数)

(名)
1,050
(3,476)

1,038
(3,598)

1,029
(3,861)

1,103
(3,979)

1,166
(3,964)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 平均臨時従業員数は、１日８時間換算によるものであります。 

  

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 平成19年11月

売上高 (百万円) 70,191 69,853 73,621 76,319 80,677

経常利益 (百万円) 2,629 1,420 2,504 2,960 2,765

当期純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) 1,110 △497 1,192 1,200 1,319

資本金 (百万円) 7,297 7,297 7,297 7,297 7,297

発行済株式総数 (株) 22,983,000 22,983,000 22,983,000 22,983,000 22,983,000

純資産額 (百万円) 27,290 23,901 23,988 23,981 24,079

総資産額 (百万円) 42,169 36,686 37,911 37,406 37,937

１株当たり純資産額 (円) 1,189.57 1,042.37 1,045.59 1,047.30 1,052.18

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)
200
(100)

50
(25)

50
(25)

50
(25)

50
(25)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) 48.20 △22.00 50.66 52.42 57.66

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) 64.7 65.1 63.3 64.1 63.5

自己資本利益率 (％) 4.0 △1.9 5.0 5.0 5.5

株価収益率 (倍) 55.91 ― 41.45 41.30 33.70

配当性向 (％) 413.14 ― 98.70 95.40 86.70

従業員数 
(外、平均臨時従業員数)

(名)
1,047
(3,475)

1,035
(3,597)

1,026
(3,860)

1,100
(3,978)

1,165
(3,963)



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 概要

昭和45年７月 
 
 

東京都渋谷区に米国ケンタッキー・フライド・チキン・コーポレーションと三菱商事株式会社と
の折半出資により資本金7,200万円をもって日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社を設
立

11月 名古屋市西区にケンタッキーフライドチキン(KFC)１号店 名西店開店

昭和46年２月 本店を東京都千代田区に移転

９月 KFCフランチャイズ１号店 江ノ島店開店

昭和47年１月 本店を東京都港区に移転

７月 ヒューブライン・インクがケンタッキー・フライド・チキン・コーポレーションを買収

11月 資本金２億8,800万円に増資

12月 資本金６億円に増資

昭和52年11月 本店を東京都渋谷区に移転

昭和57年10月 R・J・レイノルズ・インダストリーズ・インクがヒューブライン・インクを買収

昭和61年10月 
 

ペプシコ・インクがR・J・R・ナビスコ・インクからケンタッキー・フライド・チキン・コーポ
レーションを買収

平成元年２月 資本金６億3,000万円に増資

平成２年２月 資本金７億8,750万円に増資

８月 東京証券取引所市場第二部に上場 資本金を72億9,750万円に増資

平成３年３月 連結子会社株式会社ケイ・アド設立

５月 ピザハット事業を開始

平成７年３月 本店を東京都渋谷区恵比寿南一丁目15番１号に移転

平成９年10月 
 

ペプシコ・インクからフードサービス部門が分離しトライコン・グローバル・レストランツ・イ
ンク(現ヤム・ブランズ・インク)が設立



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社(当社)、子会社１社及びその他の関

係会社１社、その他の関係会社の子会社１社で構成されており、事業は、主としてフライドチキン、加工

チキン及びピザの販売を営んでおります。 

なお、当社は、大株主の１社であるケンタッキーフライドチキンコーポレートホールディングリミテッ

ドとヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッドの親会社であるヤム・ブランズ・インクの

間接所有となっております。 

事業内容と当社及び関係会社の当該事業における位置付け、及び事業の種類別セグメントとの関連は、

次のとおりであります。 

  

 
  

区分 主な事業の内容 主要な会社

チキン関連事業
チキン、サンド、ドリンク等及び食材並びにカッ
プ、パッケージ等の包装資材の生産、販売、加工
チキン販売、上記の製品に係わる広告宣伝事業等

[国内]
日本ケンタッキー・フライド・チキン㈱
㈱ケイ・アド

ピザ関連事業
ピザ、ドリンク等の生産及び販売、これらの製品
に係わる広告宣伝事業等

[国内]
日本ケンタッキー・フライド・チキン㈱
㈱ケイ・アド

その他

  
総合商社 
  
ライセンス契約管理会社 
 

[国内]
三菱商事㈱

[国外]
ヤム・レストランツ・アジア・ピーティ
イー・リミテッド



以上の企業集団について、図示すると次のとおりであります。 

 

  

  

  

子会社の連結の範囲は、次のとおりであります。 

  

 
  

  

(連結子会社)
㈱ケイ・アド



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 連結子会社の主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有(被所有)割合」欄の(内書)は間接所有であります。 

３ 上記連結子会社は特定子会社に該当いたしません。 

４ 連結子会社には、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

  三菱商事㈱は、有価証券報告書提出会社であります。 

５ ケンタッキーフライドチキンコーポレートホールディングリミテッド及びヤム・ブランズ・インクの資本金

の数値は、平成19年11月30日現在の東京外国為替市場の対顧客電信直物売相場である１米ドル当り111.15円

により計算を行っております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年11月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均人員(１日８時間換算)を外数で記載してお

ります。 

２ 上記就業人員には、執行役員(７名)、嘱託(４名)、契約社員(37名)、受入出向社員(５名)は含んでおりませ

ん。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年11月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均人員(１日８時間換算)を外数で記載してお

ります。 

２ 上記就業人員には、執行役員(７名)、嘱託(４名)、契約社員(37名)、受入出向社員(５名)は含んでおりませ

ん。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社には平成18年５月18日に結成された日本ケンタッキーフライドチキン労働組合があります。 

労使関係はいずれも良好であり、特記すべき事項はありません。 

  なお、連結子会社には労働組合はありません。 

名称 住所
資本金 

又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)

㈱ケイ・アド 東京都渋谷区 10
チキン関連事業
ピザ関連事業

100.00 ―
チキン、ピザに係わる広告
宣伝事業 
役員の兼任３名

(その他の関係会社)

三菱商事㈱ 東京都千代田区 201,250 総合商社 ― 31.53
原材料等の購入及び販売 
役員の兼任なし

ケンタッキーフライドチキン 
コーポレートホールディング 
リミテッド

アメリカ合衆国 
デラウエア州

0
(1,304米

ドル)
持株会社

― 31.53 ―

ヤム・ブランズ・インク
アメリカ合衆国 
ケンタッキー州

― レストラン業 ―
31.53

(31.53)

ケンタッキーフライドチキ
ンコーポレートホールディ
ングリミテッドの親会社

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

チキン関連事業
679

(2,413)

ピザ関連事業
384

(1,535)

全社共通
103
(16)

合計
1,166
(3,964)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,165
(3,963)

32.7 9.5 5,371



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度のわが国経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資の増加や雇用情勢の改善によ

り景気は緩やかな回復が続いています。しかしながら、年金など先行きに対する不安やサブプライムロ

ーン問題に端を発した金融市場の混乱、原油価格の動向などの懸念材料により個人消費は限定的な回復

に留まっています。 

 外食業界におきましては、食の安全性にかかわる問題、顧客獲得に向けた外食企業間競争や中食マー

ケットとの競合激化、食材価格の高騰さらには労働力不足などにより厳しい経営環境が続いておりま

す。 

 こうした環境の中で、当社グループ(当社および連結子会社)は今後の中期的発展のために、中期経営

計画「Step Up 2008」の４つの課題、すなわち「ケンタッキーフライドチキン(KFC)事業の拡充」、

「ピザハット事業の躍進」、「新しいマーケット開拓」、「人材育成と組織能力の更なる向上」の実現

に向け、全社をあげて取り組んでおります。 

 この結果、当グループの当連結会計年度の業績は、売上高は849億円(前年同期比5.4%増)、営業利益

は28億３千３百万円(同1.1%減)、経常利益は28億４千６百万円(同4.3%減)となり、当期純利益は、13億

８千２百万円(同14.1%増)となりました。 

  

① チキン関連事業 

KFC事業は、前連結会計年度の成果を受け、引き続き当社の基幹商品であるオリジナルレシピの骨

付きチキンの販売を強化するとともにお客様の支持が高い「レッドホットチキン」の再販売、骨付き

チキンの新商品である「ガーリックペッパーチキン」、「香り揚げ醤油チキン」と併せて新サンドメ

ニュー「レッドホットツイスター」、「海老カツツイスター」および「香り揚げサンド」を積極的に

開発、導入し、新しい客層の開拓をきめ細かく展開した結果、当初の売上目標は、ほぼ達成いたしま

した。 

 さらにKFCとピザハットの二つのブランドを合体させた「2in1」コンセプト店舗は、引き続き収益

性および出店エリアに注視し検証を行い、新たな展開の可能性を確認いたしました。 

 また、新店舗情報システム(POS)の計画的な導入を進め、当連結会計年度７月末に全店導入を完了

いたしました。 

 グループを挙げて取り組んできました、お客様満足度の向上については、CHAMPSプログラム(注1)

活動と、真にお客様に満足していただけるようなおもてなしを実践するカスタマー・マニア運動(注

2)を引き続き強化してまいりました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は637億８百万円(前年同期比4.1%増)、営業利益は30億１千４

百万円(同7.8%減)となりました。 



(注1) CHAMPSプログラムとは 

 Cleanliness(清潔さ)、Hospitality(おもてなしの心)、Accuracy(正確さ)、

Maintenance of facilities(店舗施設の維持管理)、Product quality(商品の安全・安心)、

Speed of service(快適なスピードでのサービス)の頭文字を組み合わせた言葉で、お客様の視点か

ら店舗を評価・改善するプログラムです。 

(注2) カスタマー・マニア運動 

CHAMPSの成果を受け、よりお客様に熱狂的になろうという運動です。お客様をお待ちするだけで

なく、お客様との感動を共有しようという運動であり、そのために当社では、商品・施設・サービ

ス・システム、そして我々自身にも磨きをかけようとしております。 

  

② ピザ関連事業 

ピザハット事業は、わが国の宅配ピザ市場が伸び悩む一方で、競争はさらに激化している厳しい環

境が継続しておりますが、引き続き他ブランドに対する優位性を持つために効果的なマーケティング

活動の実施や新商品の開発、お客様にできたてピザをお約束した時間にお届けするオペレーションの

確立等により名実ともに、ナンバーワンブランドへの挑戦と事業の拡大を目指しました。 

 当連結会計年度におきましては、オペレーションの一層の改善と新開発のクラスト(生地)の「チー

ジーロール」や「ソーセージロール」の積極的な販売促進が奏功し、売上・利益とも継続的な改善が

ありました。 

 さらにKFC事業と同様にお客様満足度の向上を目指してCHAMPSプログラム活動の積極的展開と、カ

スタマー・マニア運動を強化してまいりました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は211億９千２百万円(前年同期比9.4%増)、営業損失は１億８

千万円(同55.2%減)となり、継続的に大幅な改善となりました。 

 また、KFC事業に引き続き、新店舗情報システム(SUS Plus)の開発に着手し、次連結会計年度中の

全店導入を目指してまいります。 

  



③ 店舗展開 

KFC事業では、不採算店舗を整理するとともに新しい立地を積極的に獲得するスクラップアンドビ

ルドをさらにすすめ、また、出店や改装にあたっては新しい内外装によるイメージの刷新にも努めま

した。また、ピザハット事業は全国展開を視野に入れつつ新規出店に取り組みましたが、いずれも採

算性を慎重に検討した結果、当連結会計年度のフランチャイズを含むチェーン全体の店舗数は、

KFC1,152店(対前期末３店増)、ピザハット351店(同３店増)の合計1,503店(同６店増)となりました。

④ サポートセンター(本社)およびその他事業 

サポートセンター部門では、経営効率と諸経費の抑制に努めましたが、一方で中期経営計画

「Step Up 2008」に基づく業容拡大のために、引き続き人材の強化と社員教育の充実をはかり、ま

た、情報システム関連や新商品開発関連のR&D部門への投資を強化しております。また、環境・CSR活

動にも引き続き注力しており、前連結会計年度に発行した「社会環境レポート2006」はさらに内容を

充実させて「ＣＳＲレポート2007」として、10月に発行いたしました。 

 その他事業は、KFCおよびピザハット事業を広告宣伝の代行業務で支援する会社１社により構成さ

れており、主に全国キャンペーン活動を行いました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度と比較して８億８千３百万円増加

し、117億７千５百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは４億６千７百万円の収入増となり、32億９千９百万円(前年同

期比16.5%収入増)の収入となりました。その主な内訳は、税金等調整前当期純利益26億４千万円、減価

償却費20億８千万円、法人税等の支払13億６百万円によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは４億７千５百万円の支出増となり、12億４千３百万円(同61.8%

支出増)の支出となりました。その主な内訳は有形固定資産の取得による支出20億４千４百万円および

無形固定資産の取得による支出３億７千５百万円、貸付の回収による収入10億２千１百万円によるもの

であります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは４百万円の支出減となり11億７千２百万円(同0.3%支出減)の支

出となりました。その内訳は配当金の支払い11億４千３百万円、自己株式の取得による支出２千９百万

円によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前年同期比(％)

チキン関連事業 34,549 105.0

ピザ関連事業 8,307 111.3

合計 42,857 106.2

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前年同期比(％)

チキン関連事業 63,708 104.1

ピザ関連事業 21,192 109.4

合計 84,900 105.4



３ 【対処すべき課題】 

(1) 当社は中期経営計画「Step Up 2008」の４項目の実現を重点課題として対処してまいります。 

 ① KFC事業の拡充 

お客様の望む食の機会の提供と新しいお客様を開拓するマーケティング戦略、お客様が期待するチ

キンエキスパートとしての商品戦略、お客様の満足度向上のためのカスタマー・マニア運動の徹底と

従業員教育・トレーニング強化等、質を高めるオペレーション戦略、お客様のニーズに応える出店戦

略、お客様に安心を与える素材戦略などにより、当社の基幹事業であるKFC事業を拡充させます。 

 ② ピザハット事業の躍進 

宅配ピザにおける他ブランドに対する優位性を持つドミナント(支配的商圏)形成のための集中出店

とメディアの効果的投入によるピザハット事業の拡大戦略であるドラゴンプロジェクトに基づき出店

を強化、お客様にできたて、あつあつのピザをお約束した時間にお届けするオペレーションの確立、

お客様にクラストエキスパートとして新クラスト(生地)を提供していく等の戦略によりピザハット事

業を躍進させます。 

 ③ 新しいマーケット開拓 

KFC、ピザハットのさらなる成長発展のために、KFCとピザハットの二つのブランドを合体させた

「2in1」コンセプト店舗、既存事業を活用したコンセプトおよび新しいイメージ(内外装・メニュー)

の店舗を開発し積極的に実験を行い、成功を目指します。また、引き続き新ブランド開発・導入の検

討をしてまいります。 

 ④ 人材育成と組織能力の更なる向上 

当社を、真にお客様本位の会社とし、そのためにも常に人材開発・能力向上に注力し、また情熱と

責任感を持ち、お客様の期待に応えられる能力と文化を持った会社にします。また、お客様とのコミ

ュニケーション強化の一環としてCSR(企業の社会的責任)能力の向上や監査・コンプライアンス体制

構築への取り組みを強化してまいります。 

 また、前期発行した「社会環境レポート2006」に引き続き、当連結会計年度は「ＣＳＲレポート

2007」を発行しております。 

(2) 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

該当事項はありません。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当グループ(当社および連結子会社)においては、将来的に会社の事業運営、財政状態に影響を及ぼす可

能性があると認識している以下のリスクが存在しております。なお、かかるリスクはこれらの事項に限ら

れるものではありませんし、また、将来発生しうるすべてのリスクを必ずしも網羅したものではありませ

ん。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

(1) 経営上のリスク 

 ① 食包材の調達 

当社の使用する食包材は、為替レートの変動、消費者の健康志向の高まりや嗜好の変化、地球環境

の変化、国際的な需給バランスの影響を受けております。当社としては新たな仕入れルートの開拓な

どにより回避に努めておりますが、顕在化したコストの上昇と調達上の問題を抱えております。 

 ② 労務 

当社の店舗では多くのパートタイム従業員が業務に従事しておりますが、今後、社会保険、労働条

件などの諸制度に変更がある場合は、人件費の増加となり当社の業績に影響を与える可能性がありま



す。また、その他の従業員等の処遇につきましても、関連法令や労働環境にさらに変化がある場合

には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 



 ③ 個人情報 

当社においては多くの個人情報を保有しており、また店舗においても宅配リストなど多くの個人情

報を保有し、個人情報流出によるリスクが存在しております。これらの管理に当たっては、流出が会

社に多大な影響を与えることのないように、リスク・マネジメント委員会を中心に、情報管理責任者

および各部署に情報管理者を置き、また社員の意識高揚と法令遵守のために就業規則等を見直し、社

外関係者と守秘義務契約を締結する等、管理体制の強化を行っております。 

 ④ サブ・フランチャイジーとの取引 

当社はKFC事業で64社、ピザハット事業で39社とフランチャイズ(ライセンス)契約並びに商品売買

契約を締結しており、これに基づき各社に対し取引上の与信リスクが生じています。日常的な取引管

理を通じて与信管理に十分留意していますが、当該社の何らかの事由により、当社への支払いに影響

を与える事例が発生する可能性があります。 

 ⑤ 固定資産の減損 

当社は平成16年11月期および平成18年11月期に減損会計を実施し、当期も減損会計を実施しました

が、今後当社資産の用途変更等によっては、さらに減損会計を行うことがあり、その場合は、当社の

業績に影響を与える可能性があります。 

 ⑥ 店舗運営 

当社の店舗運営は関係法令に則り、また、従業員全員への店舗運営マニュアルの周知徹底の指導・

教育を強化することで、厳格に行われる管理体制を強化しておりますが、リスクとして厨房機器およ

び車両等での事故があります。また、これらのリスクに対しては、従業員の教育や必要な保険措置を

することで、業績への影響を軽減しております。 

 ⑦ 環境問題 

企業の社会的責任として、環境問題への取り組みが重要課題となってきております。今後のさらな

る取り組み強化による費用負担の増加がある場合は、当社の業績に影響を与える可能性があります。

(2) 商品に関するリスク 

 ① 鳥インフルエンザ 

平成16年に発生した鳥インフルエンザは、当社の売上、利益に少なからず影響を与え、また平成19

年にも鳥インフルエンザは発生しております。これに対して当社は、当社商品は高温加熱により安全

であることを訴求し一定の成果をあげました。今後も引き続きチキンの産地の分散化や管理強化、対

応ツールの準備など必要な対応策をとってゆきますが、今後国内において鳥インフルエンザが発生

し、それが消費者心理へ影響して、チキン製品の買い控え等の動きが生じるような場合には、当社の

業績に影響を与える可能性があります。  

 ② 食の安全・安心 

外食産業は、その特有の問題として食中毒や異物混入等のリスクが存在しており、万一、発生した

場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 当社並びにサブ・フランチャイズの店舗で販売している商品の原料から製品に至るまでの品質管理

および安全衛生管理、さらに店舗における管理についても、諸法令の定める基準を遵守することはも

とより、独自の安全衛生管理体制をとるとともに、常に情報を収集し、必要な研究開発を行っており

ます。 

 また、社会的環境の変化や法令の改正などの変更に対応するためのコストの増大が、当社の業績に

影響を与える可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

フランチャイズ契約 

１ ケンタッキーフライドチキン 

(イ)マスターフランチャイズ契約 

当社は、ヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッドとの間に次のケンタッキーフ

ライドチキン「マスターフランチャイズの許諾と商標使用許諾契約」を締結しております。 

契約の相手方 ヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッド

国籍 シンガポール

契約の内容 以下の権利とマスターライセンスを継続して当社に許諾すること。

１ 日本国内において、店舗でKFC事業に関連して商標を使用すること

２ 日本国内において、ライセンサーの品質基準に合致する製品およびサー

ビスに関し、ライセンサーから開示される方式および事業上の秘密の使

用により、店舗で認可された製品を製造し販売すること

３ 日本国内における店舗での上記権利の使用を再許諾すること

対価 １ イニシャル・フィー(出店料)

１店毎に150万円(平成26年12月１日以降は物価指数調整あり)

２ リニューアル・フィー(更新料)

１店毎の契約更新に当たり、

平成16年７月11日から平成26年11月30日までは25万円、

平成26年12月１日から平成31年11月30日までは36万円、

平成31年12月１日から平成36年11月30日までは18万円

(ただし、平成26年12月１日以降は物価指数調整あり)

３ コンティニューイング・フィー(継続使用料)

平成16年７月11日から平成17年11月30日までは総売上高の2.3％、

平成17年12月１日以降毎年度0.1％ずつ上がり、

平成23年12月１日から平成26年11月30日までは3.0％、

平成26年12月１日から平成31年11月30日までは5.0％、

平成31年12月１日から平成36年11月30日までは6.0％

(ただし、店舗認証契約更新到来時より適用)

契約期間 平成16年７月11日から平成36年11月30日まで。

店舗認証 本契約の下に、当社の店舗につき平成16年７月11日から平成26年11月30日ま

では期間を７年毎、平成26年12月１日から平成31年11月30日までは期間を10

年毎、平成31年12月１日から平成36年11月30日までは期間を５年毎とする店

舗認証契約を締結する。

広告拠出金 当社の運営する店舗は、全国規模の広告企画のために、当社とフランチャイ

ジーとで別途組織するKFC広告協議会(当社の100％子会社である株式会社ケ

イ・アドに業務委託)に、収入の少なくとも4.0％を醵出する。

その他 今後、単独もしくは複数の者が単独もしくは共同して、(1)当社の議決権付株

式の25％超を支配することになった場合、または(2)当社の議決権付株式の

10％超を支配し、かつその者が当社の取締役もしくは監査役を指名する権限

を持った場合もしくは法令上開示が求められる情報以外の当社の秘密情報を

入手する権限をもった場合には、ヤム・レストランツ・アジア・ピーティイ



ー・リミテッド(ライセンサー)は、本契約を解除することができる。



(ロ)サブライセンス契約 

当社は日本におけるマスター・ライセンシーとしてサブ・ライセンス権を保有し、同権利に基づ

き、日本のフランチャイジーにサブ・ライセンスを与えた場合、以下の対価を取得する権利を当社

は有しております。 

 
  

フランチャイジーの対価

１ イニシャル・フィー(出店料)

１店毎に250万円(ただし、平成26年12月１日以降は物価指数調整あり)

で、平成16年７月11日から同年11月30日までは当社分70％、平成16年12

月１日から平成36年11月30日までは当社分60％

２ リニューアル・フィー(更新料)

１店毎の契約更新に当たり

平成16年７月11日から平成26年11月30日までは無料、平成26年12月１日

から平成36年11月30日までは18万円で、当社分60％

(ただし、物価指数調整あり)

３ コンティニューイング・フィー(継続使用料)

平成26年11月30日までは収入の4.0％で、当社分は平成16年７月11日から

同年11月30日までは2.8％、以後毎年度0.1％ずつ下がり、平成23年12月

１日から平成26年11月30日までは2.0％、平成26年12月１日から平成31年

11月30日までは収入の5.0％で、当社分は2.5％、平成31年12月１日から

平成36年11月30日までは収入の6.0％で、当社分は3.0％

(ただし、店舗認証契約更新到来時より適用)

フランチャイジーの店舗認証

本契約の下に、当社はフランチャイジーとの間にその店舗毎に下記期間の店

舗認証契約を締結する。 

平成16年７月11日から平成26年11月30日までは期間２年、平成26年12月１日

から平成36年11月30日までは期間５年

広告拠出金 フランチャイジーの運営する店舗は、全国規模の広告企画のために、当社と

フランチャイジーとで別途組織するKFC広告協議会(当社の100％子会社である

株式会社ケイ・アドに業務委託)に、収入の少なくとも4.0％を醵出する。



２ ピザハット 

(イ)マスターライセンス契約 

当社は、ヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッドとの間に次のピザハット「フ

ルスケール・ライセンス契約」を締結しております。 

 
なお、当社がサブ・ライセンス権に基づき日本国内のサブ・ライセンシーにライセンスを与えた

場合、後記「(ロ)サブ・ライセンス契約」により、サブ・ライセンシーから収受する出店特許料の

１／２およびサービス料からヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッドへ支払うべ

きサービス料との差額を取得する権利を当社は有しております。 

(ロ)サブ・ライセンス契約 

当社はピザハット店舗の展開を図るため、サブ・ライセンシーと店舗毎に下記内容の「サブ・ラ

イセンス契約」を締結致しております。 

ａ 契約の本旨 

ヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッドとの契約に基づき、当社はサブ・

ライセンシーに対し、ピザハットの商標の下にサブ・ライセンシーの店舗においてピザ、パス

タ、イタリア料理その他当社の指定する食品を顧客に提供し、販売するための権利を与える。

ｂ 内容 

サブ・ライセンシーは、上記サブ・ライセンス取得の対価として、原則として次の金員を支

払う。 

(a) サブ・ライセンス契約の都度、１店舗につき出店特許料として金200万円。 

(b) サービス料として毎月の総売上高の5.0％。 

(c) 広告費として年間総売上高の4.0％以上を支出し、また共通広告費として4.0％を醵出す

る。 

ｃ 契約期間 

契約日より２年間。但し、期間満了の１ヵ月前までにいずれか一方が他方に文書により解除

する旨の通知を行わない限り更に２年間毎に更新する。 

(ハ)マスターライセンス契約の期間延長 

「フルスケール・ライセンス契約」は、平成19年10月31日が契約更新期となっておりましたが、

平成19年10月11日に両社の間で、本契約を平成19年11月30日まで延長することを合意、調印いたし

ました。 

契約の相手方 ヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッド

国籍 シンガポール

契約の内容 １  ピザハットの商標、サービスマーク、商号についての日本における独占

的使用

２ ピザハット店舗におけるピザ、パスタ、イタリア料理等の調製、販売

３ 日本国内における上記権利のサブ・ライセンス

４ 契約日より５年以内に150店舗の開店(サブ・ライセンシーによる開店を

含む)

対価 １ 出店特許料    １店舗毎に金100万円

２ 毎月のサービス料 売上高の３％

契約期間 平成４年(1992年)10月31日から15年間、更に５年毎２回更新の選択権を有す

る。



(ニ)新マスターライセンス契約 

当社は、ヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッドとの間に、平成19年11月22日

付けで新しいピザハットのマスターライセンス契約「インターナショナル・フランチャイズ・アグ

リーメント」を締結しました。 

契約の相手方 ヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッド

国籍 シンガポール

契約の内容 １ ピザハットの商標、サービスマーク、商号についての日本における独占

的使用

２ ピザハット店舗におけるピザ、パスタ、イタリア料理等の調理、販売

３ 日本国内における上記権利のサブ・ライセンス

対価 １ イニシャル・フィー(出店料)  

  平成19年12月１日から平成29年11月30日までは１店舗毎に金100万円

  平成29年12月１日以降は１店舗毎に金US$41,900(物価指数調整あり)   

２ リニューアル・フィー(更新料)

  平成19年12月１日から平成29年11月30日までは無料

  平成29年12月１日以降は１店舗毎に金US$20,900(物価指数調整あり)   

３ コンティニューイング・フィー(継続使用料)

  売上高の6.0％

  対価に係る追加条件

    (1) 下記(2)に記載する平成24年までの出店計画を達成する条件の 

    下、コンティニューイング・フィーを下記のとおり減額する。

    平成19年12月１日から平成24年11月30日までは3.0％

    平成24年12月１日から平成25年11月30日までは3.5％

    平成25年12月１日から平成26年11月30日までは4.0％

    平成26年12月１日から平成27年11月30日までは4.5％

    平成27年12月１日から平成28年11月30日までは5.0％

    平成28年12月１日から平成29年11月30日までは5.5％

    平成29年12月１日以降           6.0％

    (2) 出店計画

    平成19年12月１日から平成20年11月30日    15店舗

    平成20年12月１日から平成21年11月30日    20店舗

    平成21年12月１日から平成22年11月30日    28店舗

    平成22年12月１日から平成23年11月30日    36店舗

    平成23年12月１日から平成24年11月30日    50店舗

契約期間 １ 平成19年11月30日以前に出店の既存店は、平成19年12月１日から平成29

年11月30日までの10年間、さらに平成29年12月１日から10年間毎の更新

の選択権を有する。

２ 平成19年12月１日以降出店の新店は、当初10年間とその後10年間の更新

の選択権を有する。

広告拠出金 当社の運営する店舗は、全国規模の広告企画のために、当社とサブ・ライセ

ンシーとで別途組織するピザハット広告協議会(当社の100％子会社である株

式会社ケイ・アドに業務委託)に、売上高の少なくとも4.0％を醵出する。



なお、当社がサブ・ライセンス権に基づき日本国内のサブ・ライセンシーにライセンスを与えた

場合、後記「(ホ)サブ・ライセンス契約」により、サブ・ライセンシーから収受するイニシャル・

フィー(出店料)、リニューアル・フィー(更新料)の１／２およびコンティニューイング・フィー

(継続使用料)からヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッドへ支払うべき売上高の

３％との差額を取得する権利を当社は有しております。 

(ホ)サブ・ライセンス契約 

当社はピザハット店舗の展開を図るため、サブ・ライセンシーと店舗毎に下記内容の「サブ・ラ

イセンス契約」を締結致しております。 

 
  

契約の内容 ヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッドとの契約に基づ

き、当社はサブ・ライセンシーに対し、ピザハットの商標の下にサブ・ライ

センシーの店舗においてピザ、パスタ、イタリア料理その他当社の指定する

食品を顧客に提供し、販売するための権利を与える。 

サブ・ライセンシーは、上記サブ・ランセンス取得の対価として、原則とし

て次の金員を支払う。

対価 １ イニシャル・フィー(出店料)

平成19年12月１日から平成24年11月30日までは無料 

平成24年12月１日から平成29年11月30日までは１店毎に金150万円 

平成29年12月１日以降US$41,900(物価指数調整あり)

２ リニューアル・フィー(更新料)

１店舗毎の契約更新に当たり 

平成19年12月１日から平成29年11月30日までは無料 

平成29年12月１日以降１店舗毎にUS$20,900(物価指数調整あり)

３ コンティニューイング・フィー(継続使用料)

平成19年12月１日から平成29年11月30日までは売上高の5.0％ 

平成29年12月１日以降 売上高の6.0％

広告拠出金 サブ・ライセンシーの運営する店舗は、全国規模の広告企画のために、当社

とサブ・ライセンシーとで別途組織するピザハット広告協議会(当社の100％

子会社である株式会社ケイ・アドに業務委託)に、売上高の少なくとも4.0％

を醵出する。



６ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度における財政状態および経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであ

ります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成にあたって採用している重要な会計基準は「第５[経理の状況]１

[連結財務諸表等]連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおりでありま

す。 

 当社の連結財務諸表作成において、損益または資産の状況に影響を与える見積り、判断は、過去の実

績やその時点で入手可能な情報に基づいた合理的と考えられる様々な要因を考慮した上で行っておりま

すが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

  

(2) 財政状態の分析 

① 流動資産 

当連結会計年度末における流動資産の残高は、176億２千８百万円となり、前連結会計年度末と比

べ９億９千６百万円の増加となりました。 

 その主な要因は、売上高増加に伴う現金及び預金の増加３億８千５百万円、有価証券の取得による

増加25億９千６百万円および満期償還による減少15億円、投資有価証券のうち一年内に償還予定の公

社債の流動資産(有価証券)への振替による増加２億４千９百万円、短期貸付金の回収による減少10億

１百万円等によるものであります。 

② 固定資産 

当連結会計年度末における固定資産の残高は、210億６千３百万円となり、前連結会計年度末と比

べ４億２千６百万円の減少となりました。 

 その主な要因は、KFC事業のPOSシステム入替に伴うソフトウェアの増加７千万円および長期前払費

用の増加４億３千１百万円、長期預金の流動資産(定期預金)への振替による減少５億円、店舗閉店等

による差入保証金の返還による減少１億９千６百万円、投資有価証券のうち一年内に償還予定の公社

債の流動資産(有価証券)への振替による減少２億４千９百万円等によるものであります。 

③ 流動負債 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、121億３千８百万円となり、前連結会計年度末と比

べ３億１千６百万円の増加となりました。 

 その主な要因は、仕入高の増加による買掛金の増加２億４千８百万円、未払法人税等の増加１億２

千１百万円等によるものであります。 

④ 固定負債 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、24億４千９百万円となり、前連結会計年度末と比べ

９千３百万円の増加となりました。 

 その主な要因は、退職給付引当金の増加１億２千３百万円、長期預り保証金の増加５千２百万円、

ポイント引当金の増加３千１百万円および長期前受収益の流動負債(前受収益)への振替による減少１

億３千万円等によるものであります。 



⑤ 純資産 

当連結会計年度末における純資産の残高は、241億３百万円となり、前連結会計年度末と比べ１億

５千９百万円の増加となりました。 

 その主な要因は、当期純利益13億８千２百万円の計上による利益剰余金の増加によるものでありま

す。 

  

(3) キャッシュ・フローの分析 

キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２[事業の状況]１[業績等の概要](2) キャッシ

ュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 

  

(4) 経営成績の分析 

① 売上高 

当連結会計年度の売上高は、849億円となり、前連結会計年度に比べ43億２千１百万円の増加(前年

同期比5.4％増)となりました。 

 チキン関連事業は、基幹商品であるオリジナルレシピの骨付きチキンの販売を強化するとともに、

お客様の支持の高い「レッドホットチキン」の再販売、また、新商品を積極的に導入し、新しい客層

の開拓をきめ細かく展開した結果によるものであります。 

 ピザ関連事業は、オペレーションの改善や新開発の生地による「チージーロール」、「ソーセージ

ロール」の積極的な販売促進が奏功した結果によるものであります。 

 売上高の内訳については「第２[事業の状況]２[生産、受注及び販売の状況]」に記載しておりま

す。 

② 売上総利益 

当連結会計年度の売上総利益は、売上高の増加に伴い前連結会計年度と比べ18億９千５百万円増加

(前年同期比4.7％増)の420億７千万円となりました。 

 売上高に対する比率は、49.9％から49.5％になりました。これは、仕入原価の上昇等により売上原

価が前連結会計年度と比べ24億２千６百万円増加(前年同期比6.0％増)したことによるものでありま

す。 

③ 販売費及び一般管理費 

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は392億３千６百万円となり、前連結会計年度と比

べ、19億２千６百万円増加(前年同期比5.2％増)となりました。 

 その主な要因は、販売力強化に伴う臨時雇従業員の人件費の増加等(前年同期比6.4％、６億５千２

百万円増)によるものであります。 

④ 営業利益 

当連結会計年度における営業利益は28億３千３百万円(前連結会計年度の営業利益28億６千５百万

円に比べ３千１百万円減少)となりました。また、売上高営業利益率は3.3％となり、前連結会計年度

と比べ0.3％の減少となりました。 

⑤ 経常利益 

当連結会計年度における経常利益は28億４千６百万円(前連結会計年度の経常利益29億７千４百万

円に比べ１億２千７百万円減少)となりました。 

 その主な要因は、当連結会計年度より、店舗改装等により発生した固定資産除却損１億１千２百万

円を特別損失から営業外費用に計上区分を変更したことによるものであります。 



⑥ 特別損益 

当連結会計年度において特別利益としては１億４千万円(前連結会計年度の特別利益２億１千７百

万円と比べ７千７百万円減少)を計上しております。これは投資有価証券売却益５千１百万円、営業

権売却益(店舗譲渡)５千万円、貸倒引当金戻入３千１百万円によるものであります。また、特別損失

としては３億４千７百万円(前連結会計年度の特別損失６億７千５百万円に比べ３億２千８百万円減

少)を計上しております。これはKFC関連事業のPOSシステムの入替および営業店舗の減損損失２億３

百万円(前連結会計年度の減損損失３億７千９百万円に比べ１億７千５百万円減少)および店舗閉店に

係る費用９千２百万円(前連結会計年度の店舗閉店費用１億７百万円と比べ１千５百万円の減少)の計

上、また前述のとおり店舗改装等により発生した固定資産除却損の計上区分を変更したことによる減

少１億１千２百万円によるものであります。  

⑦ 当期純利益 

税金等調整前当期純利益は26億４千万円（前連結会計年度の税金等調整前当期純利益25億１千７百

万円に比べ１億２千３百万円増加）となり、税効果会計適用後の法人税等負担額は12億５千８百万円

(前連結会計年度の法人税等負担額13億５百万円に比べ４千７百万円減少)となりました。その結果、

当期純利益は13億８千２百万円(前連結会計年度の当期純利益12億１千１百万円に比べ１億７千万円

増加)となりました。 

 また１株当たり当期純利益は60円39銭（前連結会計年度の１株当たり当期純利益は52円90銭）とな

りました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

  

 
(注) 投資金額には、店舗出店契約に係る敷金・保証金を含んでおります。 

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年11月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は社員を対象としたもので、執行役員(７名)、嘱託(４名)、契約社員(37名)、受入出向社員(５

名)、パートタイマーは含んでおりません。 

２ 現在休止中の主要な設備はありません。 

３ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

４ 上記の他、リース契約による主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

 
(注) POS(POINT OF SALES)およびSUS(SINGLE UNIT SYSTEM)とは、店舗に設置しているレジのことであります。 

  

会社名
事業の種類別の 
セグメントの名称

設備の内容 投資金額(百万円) 資金調達方法

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

チキン関連 新店・改装 1,513 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

チキン関連 コンピューター関連 746 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

チキン関連 その他 213 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ピザ関連 新店・改装 188 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ピザ関連 コンピューター関連 224 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ピザ関連 その他 170 自己資金

㈱ケイ・アド ピザ関連 コンピューター関連 20 自己資金

事業所名 
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積㎡)
工具器具
備品

合計

ケンタッキーフライド 
チキン目黒店他365店舗 
(東京都品川区)

チキン関連 店舗設備 3,021 575
2,314

(4,712)
728 6,639 592

ピザハット 
高井戸店他202店舗 
(東京都杉並区) 

ピザ関連 店舗設備 584 342 ─ 170 1,097 324

本社 
(東京都渋谷区)

チキン関連 本社設備 2 4 ─ 11 18 87

本社 
(東京都渋谷区)

ピザ関連 本社設備 1 3 ─ 2 7 59

本社 
(東京都渋谷区) 

全社共通 本社設備 275 2
1,190

(1,049)
185 1,654 103

名 称
セグメン 
トの名称

設備の内容 リース期間
年間リース料
(百万円)

リース契約残高 
(百万円)

POS機器 チキン関連 店舗設備 ３～５年 268 2,018

SUS機器 ピザ関連 店舗設備 ３～５年 56 15

コンピュター
関連他

全社共通 本社設備 ３～９年 53 66



(2) 国内子会社 

平成19年11月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は社員を対象としたもので、パートタイマーは含んでおりません。 

２ 現在休止中の主要な設備はありません。 

３ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 在外子会社 

該当事項はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 新設 

  

 
(注) 投資予想金額には、店舗出店契約に係る敷金・保証金が含まれております。 

(2) 改修 

  

 
  

(3) 除却 

該当事項はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメン 
トの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

工具器具
備品

合計

㈱ケイ・ 
アド

本社 
(東京都
渋谷区)

全社共通 本社設備 - 0 - 0 0 1

会社名
事業の種類別の 
セグメントの名称

設備の内容

投資予想金額

資金調達方法
総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

チキン関連 新規店舗出店 717 ─ 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

チキン関連 コンピューター関連 128 ─ 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

チキン関連 その他 36 ─ 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ピザ関連 新規店舗出店 101 ─ 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ピザ関連 コンピューター関連 626 ─ 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ピザ関連 その他 211 ─ 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

全社共通 コンピューター関連 267 ─ 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

全社共通 その他 2 ─ 自己資金

会社名
事業の種類別の 
セグメントの名称

設備の内容

投資予想金額

資金調達方法
総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

チキン関連
ケンタッキーフライ
ドチキン店舗内外装
改修

1,187 ─ 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

チキン関連 その他 62 ─ 自己資金

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ピザ関連
ピザハット店舗内外
装改修

135 ─ 自己資金



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 利益による株式消却による減少であります。 

利益による自己株式の取得及び消却は、次のとおりであります。 

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 49,953,000

計 49,953,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年11月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年２月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,983,000 22,983,000
東京証券取引所
市場第二部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 22,983,000 22,983,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成12年４月21日～ 
平成12年11月30日

△447,000 22,983,000 ― 7,297 ― 10,430

・取得した自己株式 種類及び数 普通株式 447,000株

取得価額 総額 476百万円

・消却した自己株式 種類及び数 普通株式 447,000株

取得価額 総額 476百万円



(5) 【所有者別状況】 

平成19年11月30日現在 

 
(注) １ 自己株式97,803株は、上記「個人その他」に97単元、「単元未満株式の状況」に803株を含めて記載してお

ります。 

なお、自己株式97,803株は、株主名簿記載上の株式数であり、平成19年11月30日現在の実保有株式数も

97,803株であります。 

２ 証券保管振替機構名義失念株式は、上記「株式の状況」の「単元未満株式の状況」に100株含まれていま

す。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年11月30日現在 

 
(注) 当社は、平成19年11月30日現在自己株式を97千株(0.43%)所有しておりますが、上記大株主からは除外しており

ます。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関
金融商品 
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

─ 13 22 206 26 2 6,047 6,316 ―

所有株式数 
(単元)

─ 544 246 7,903 7,273 2 6,804 22,772 211,000

所有株式数 
の割合(％)

─ 2.39 1.08 34.70 31.94 0.01 29.88 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ケンタッキーフライドチキンコ
ーポレートホールディングリミ
テッド 
(常任代理人 シティバンク、エ
ヌ・エイ東京支店)

米国デラウェア州ウィルミントン市
スィート1224ノースマーケットストリート
1105 
(品川区東品川２丁目３―14)

7,151 31.11

三菱商事株式会社 千代田区丸の内２丁目３─１ 7,150 31.11

日本ケンタッキーフライドチキ
ンフランチャイズオーナー持株
会

渋谷区恵比寿南１丁目15―１
JT恵比寿南ビル

245 1.07

株式会社三菱東京UFJ銀行 千代田区丸の内２丁目７―１ 198 0.86

明治安田生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

千代田区丸の内２丁目１―１
(中央区晴海１丁目８―12 晴海アイランド
トリトンスクエアZ棟)

110 0.48

メリルリンチ日本証券株式会社
株式

中央区日本橋１丁目４―１ 88 0.38

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

千代田区内幸町１丁目１―５
(中央区晴海１丁目８―12 晴海アイランド
トリトンスクエアZ棟)

69 0.30

キユーピー株式会社 渋谷区渋谷１丁目４―13 67 0.29

東京海上日動火災保険株式会社 千代田区丸の内１丁目２―１ 66 0.29

大和証券株式会社株式ミニ投資
口

千代田区大手町２丁目６―４ 60 0.26

計 ― 15,205 66.16



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年11月30日現在 

 
(注) 「単元未満株式」には当社所有の自己株式803株及び証券保管振替機構名義の株式100株が含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年11月30日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 97,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

22,675,000
22,675 同上

単元未満株式  
普通株式 211,000 ― 同上

発行済株式総数 22,983,000 ― ―

総株主の議決権 ― 22,675 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

日本ケンタッキー・ 
フライド・チキン株式会社 
(自己保有株式)

東京都渋谷区恵比寿南 
一丁目15番１号

97,000 ─ 97,000 0.43

計 ― 97,000 ─ 97,000 0.43



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

会社法第155条第７号による取得 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成20年２月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
(注) 当期間における保有自己株式には、平成20年２月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 13,900 29,901

当期間における取得自己株式 4,280 7,940

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(単元未満株式の売渡請求) 400 957 680 1,611

保有自己株式数 97,803 ― 101,403 ―



３ 【配当政策】 

当社は株主の皆様に対する利益還元を、経営の 重要課題の一つとして位置づけ、そのためにも持続的

かつ安定的な成長をめざしております。今後新たな成長につながる戦略投資に資金を充当するため、配当

は業績および財務状況を勘案して決定いたしております。 

 当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

 このような方針に基づき、当事業年度の配当につきましては、１株当たり50円(うち中間配当25円)とい

たしました。 

 この結果、当期の配当性向は86.7％、自己資本当期純利益率は5.5％、純資産配当率は4.8％となりまし

た。内部留保金につきましては、新規出店、店舗改装および店舗情報システム再構築等の資金需要に備え

る所存であります。 

 なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めておりま

す。 

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。  

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 東京証券取引所市場第二部の株価を記載しております。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 東京証券取引所市場第二部の株価を記載しております。 

  

決議年月日
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成19年７月19日 
取締役会決議

572 25.00

平成20年２月21日 
定時株主総会決議

572 25.00

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 平成19年11月

高(円) 2,980 2,695 2,280 2,270 2,220

低(円) 2,360 1,755 2,000 2,095 1,938

月別 平成19年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

高(円) 2,180 2,180 2,165 2,155 2,175 2,155

低(円) 2,160 2,160 2,115 2,130 2,145 1,938



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
執行役員 
社長

CEO 渡 辺 正 夫 昭和27年11月24日生

昭和50年４月 三菱商事株式会社入社

(注)３ ―

平成９年４月 ミッドコーストミート社 CEO

平成11年７月 リベリナ社 会長

平成13年９月 三菱商事株式会社 レッドミート

ユニットマネージャー

平成15年４月 インディアナ パッカーズ社 会

長兼CEO

平成17年８月 三菱商事株式会社 食糧本部付

平成17年９月 当社顧問

平成18年２月 三菱商事株式会社退社

平成18年２月 当社代表取締役執行役員社長兼

CEO(現任)

取締役 
執行役員 
専務

ピザハット 
グループ 
管掌

中 川 達 司 昭和25年４月22日生

昭和46年５月 当社入社

(注)３ 13

平成12年２月 当社取締役執行役員常務オペレー

ショングループ管掌

平成14年６月 当社取締役執行役員常務KFCグル

ープ管掌(FC営業)兼ライセンス室

担当

平成16年２月 当社取締役執行役員常務KFC FC

営業グループ管掌

平成17年10月 当社取締役執行役員常務KFC FC

営業グループ管掌兼店舗開発グル

ープ管掌兼商品グループ管掌

平成18年２月 当社取締役執行役員専務ピザハッ

トグループ管掌兼商品グループ管

掌

平成19年４月 当社取締役執行役員専務ピザハッ

トグループ管掌(現任)

取締役 
執行役員 
専務

CFO兼管理グ
ループ管掌 
兼商品グル
ープ管掌 

兼リスク・
マネジメン
ト・オフィ

サー 
兼人事委員
会委員長 

兼コンプラ
イアンス・
オフィサー

新 井 輝 久 昭和21年11月15日生

昭和44年４月 三菱商事株式会社入社

(注)３ ―

平成15年４月 同社理事新機能事業グループCFO

平成16年９月 当社顧問

平成17年２月 三菱商事株式会社退社

平成17年２月 当社取締役執行役員常務CFO兼管

理グループ管掌兼経営企画室担当

兼リスク・マネジメント・オフィ

サー

平成18年２月 当社取締役執行役員専務CFO兼人

材開発グループ管掌兼管理グルー

プ管掌兼経営企画室、監査・コン

プライアンス室、広報・カスタマ

ーサービス室、従業員相談室、社

会環境対策・CHAMPS推進室担当兼

リスク・マネジメント・オフィサ

ー兼人事委員会委員長兼コンプラ

イアンス・オフィサー

平成19年４月 当社取締役執行役員専務CFO兼管

理グループ管掌兼商品グループ管

掌兼リスク・マネジメント・オフ

ィサー兼人事委員会委員長兼コン

プライアンス・オフィサー(現任)

取締役 垣 内 威 彦 昭和30年７月31日生

昭和54年４月 三菱商事株式会社入社

(注)３ ―

平成13年４月 同社食糧本部 ホワイトミートユ

ニットマネージャー兼レッドミー

トユニットマネージャー

平成16年４月 同社生活産業グループ CEOオフ

ィス／企画業務・事業投資審査総

括

平成17年２月 当社取締役(現任)

平成18年４月 三菱商事株式会社 生活産業グル

ープCEOオフィス室長(現任)



 
  



 
(注) １ 取締役の垣内威彦氏、小川広通氏は社外取締役であります。 

２ 監査役の安藤正久氏、五十嵐章之氏、大沢章一氏は、社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成19年11月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年11月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

４ 監査役の安藤正久氏、五十嵐章之氏の任期は、平成19年11月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年11

月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

５ 監査役の大沢章一氏の任期は、平成18年11月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年11月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 小 川 広 通 昭和33年11月18日生

昭和56年４月 三菱商事株式会社入社

(注)３ ―

平成９年８月 日糧製パン株式会社 経営企画部

長

平成10年６月 同社取締役管理本部長

平成15年４月 三菱商事株式会社 小麦粉・エー

ジレスユニットマネージャー

平成15年10月 同社穀物製品ユニットマネージャ

ー

平成16年４月 株式会社ローソン 執行役員商

品・物流本部長

平成16年９月 同社常務執行役員 商品・物流本

部長

平成17年11月 三菱商事株式会社 ローソン事業

ユニットマネージャー

平成18年４月 同社リテイル事業ユニットマネー

ジャー(現任)

平成20年２月 当社取締役(就任)

監査役 
常勤

安 藤 正 久 昭和25年１月21日生

昭和47年４月 三菱商事株式会社入社

(注)４ ―

平成６年12月 欧阿三菱商事会社 職能部門A部

門担当

平成11年９月 オーストラリア三菱商事会社 副

社長

平成14年５月 三菱商事株式会社 中部支社 業

務経理部長

平成17年２月 同社退社

平成17年２月 当社常勤監査役(現任)

監査役 五十嵐  章 之 昭和31年９月28日生

昭和55年４月 三菱商事株式会社入社

(注)４ ―

平成４年９月 PT.DIPO STAR FINANCE

平成14年５月 三菱商事フィナンシャルサービス

株式会社 

生活産業経理グループ食糧ユニッ

トマネージャー

平成15年９月 三菱商事株式会社 生活産業グル

ープコントローラーオフィス食糧

チームリーダー

平成17年10月 同社生活産業グループコントロー

ラーオフィス統括マネージャー兼

食品チームリーダー

平成19年４月 同社生活産業グループコントロー

ラー(現任)

平成20年２月 当社監査役(就任)

監査役 大 沢 章 一 昭和35年10月19日生

昭和58年４月 三菱商事株式会社入社

(注)５ ―

平成12年７月 同社コンシューマー事業本部外食

事業室長代行

平成13年２月 当社監査役(現任)

平成13年４月 三菱商事株式会社コンシューマー

事業本部外食事業ユニット投資企

画統括マネージャー

平成18年10月 同社生活産業グループリテイル事

業ユニット総括マネージャー(現

任)

計 13



６ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役１名を選任してお

ります。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

 
     (注) 補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期満了の時までであります。 

  

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数 
(千株)

小 林  進 昭和24年11月９日生

昭和48年４月 株式会社住友銀行入社

(注) ―

昭和62年１月 同行池袋駅前支店融資課長

平成７年５月 同行町田支店副支店長

平成13年12月 同行退社

平成13年12月 当社入社 店舗開発チーム管理担

当リーダー

平成18年３月 当社店舗開発ユニット ゼネラル

マネージャー

平成19年４月 当社総務ユニット ゼネラルマネ

ージャー(現任)



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、コーポレート・ガバナンスの確立を重要課題と認識しており、経営の透明性、意思決定の迅速

化、経営の効率性、コンプライアンス体制を確立のため、組織の整備を進める一方、活動を強化しており

ます。 

  

(1) 提出会社の企業統治に関する事項について 

① 会社の機関の内容 

当社は監査役制度採用会社であり、監査役は常勤監査役１名、非常勤監査役２名であります。いず

れも社外監査役であり、経営活動の客観性、透明性の確保に努めております。 

  

② 会社のコーポレート・ガバナンスの体制 

当社のコーポレート・ガバナンスの体制を図式化すると以下の通りであります。 

  

 
③ 内部統制システムの整備の状況 

平成20年２月21日現在の当社の取締役は５名、監査役は３名であり、その内、社外取締役は２名、

社外監査役は３名となっております。 

また当社は、執行役員制度を導入しており、13名の執行役員のうち３名が取締役兼務であります。

当社は平成14年６月に常務会を再組織しコーポレート・ガバナンスの更なる充実をはかるととも

に、経営企画室を新設し経営管理機能の強化をはかりました。平成15年12月には従業員が匿名で相談

できる組織として従業員相談室を設置し、平成16年９月には個人情報の保護に関する法律に基づいて

情報管理責任者を設置しました。平成18年２月には内部統制機能強化のために監査室を拡充して監

査・コンプライアンス室とし、また、社会環境問題及び店舗オペレーションの向上を図るために設置

した社会環境対策・CHAMPS推進室を平成19年４月に監査・コンプライアンス室と統合し、ＣＳＲ・監

査室を新設いたしました。 

 平成18年５月には、コンプライアンス委員会を設置し、担当役員をコンプライアンス・オフィサー

に任命しております。 

また、広報部門とCS(お客様サービス)部門を統合し、新たなコミュニケーション組織として広報・カ

スタマーサービス室を設置し関連組織の整備を行いました。 

  株 主 総 会

 取 締 役 会   監査役・監査役会  会 計 監 査 人

 社     長

常 務 会    リスク・マネジメント委員会 コンプライアンス委員会

各 部 署  ＣＳＲ・監査室 広報・カスタマーサービス室 従業員相談室



④ リスク管理体制の整備の状況 

当社は平成15年４月にリスク・マネジメント委員会を設置し、担当役員をリスク・マネジメント・

オフィサーに任命し、リスク・マメジメントの体制を強化し、必要に応じリスク・マネジメント委員

会を開催しております。また、平成16年９月１日に個人情報管理規程を制定し、併せて関連規程やマ

ニュアルの整備を行い、個人情報の管理の徹底を図っております。 

⑤ 役員の報酬の内容 

当社の役員報酬の内容は以下のとおりであります。 

 a 取締役報酬  184百万円 

 b  監査役報酬  21百万円 

(注) １ 社外取締役は全員無報酬でありますので上記には含めておりません。 

２ 上記支給額には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額46百万円および役員退職慰労引当金繰入

額17百万円が含まれております。 

⑥ 監査報酬の内容 

当社が新日本監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係わる報酬の内容及び監査証明以外

の報酬の内容は以下のとおりであります。 

 a 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 20百万円 

 b 上記以外の業務に基づく報酬              0百万円  

  

(2) 内部監査及び監査役監査の状況 

① 内部監査 

当社は、平成19年４月１日の組織変更により、内部統制機能強化のためにＣＳＲ・監査室を設置し

ました。ゼネラルマネージャーを中心に５名で構成され、業務が法令、定款、諸規定に基づき、適

法・適正かつ効率的に行われているかを検証しております。 

また、監査役や監査法人と連携することで内部牽制が十分機能するように努めております。 

② 監査役監査 

  a  常勤監査役(１名)、非常勤監査役(２名)は、協議の上、監査方針・監査計画を立案し業務分担

をして、監査業務を遂行しております。 

  b  所定の期中監査および期末監査は、議事録・稟議書・契約書等の書類の査閲を行なうととも

に、関係者へのヒアリング、監査法人による監査の立会、実地調査等の方法により監査を実施し

ております。 

  c  各監査役が取締役会に適宜出席し、会社の経営状況を把握する他、重要な会議へも出席し、取

締役の業務執行状況の監査を実施しております。 

  d  期末監査終了後、監査法人と意見交換を行い、監査報告書を作成しております。 

また、定時株主総会に出席して監査報告を行っております。 

  e  常勤監査役には専属スタッフ１名を配属しております。 

  



(3) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係につ

いて 

平成20年２月21日現在の当社の取締役は５名、監査役は３名であり、その内、社外取締役は２名、社

外監査役は３名となっております。 

社外取締役のうち垣内威彦氏、小川広通氏および社外監査役の五十嵐章之氏、大沢章一氏は三菱商事

株式会社の職員、また社外監査役の安藤正久氏は三菱商事株式会社の元職員であります。 

三菱商事株式会社は平成19年11月30日現在、当社の発行済株式の31.11％を保有しておりましたが、

同社による平成19年11月１日から平成19年12月７日までを期間とする公開買付けの結果、平成19年12月

14日付けで当社の発行済株式の64.26％を保有しており、当社の親会社となっております。 

当社と三菱商事株式会社とはKFC及びピザハットチェーンで使用する商材の継続的な取引がありま

す。 

  

(4) 会計監査の状況 

① 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

 西 田 英 樹 (新日本監査法人) 

 清 水 芳 彦 (新日本監査法人) 

② 監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 ７名 

 その他   10名 

  

(5) 責任限定契約の内容の概要 

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役および社外監査役との間において、会社法第

423条第１項の損害賠償責任について、職務を行うにつき重大な過失がないときは、社外取締役およ

び社外監査役とも、金500万円以上であらかじめ定めた額と法令の定める最低責任限度額とのいずれ

か高い額を限度とする契約を締結できる旨を定款に定めております。 

  

(6) 取締役および監査役の責任免除 

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、取締役会の決議

によって、取締役および監査役の、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、法令に定める要

件に該当する場合には、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として

免除することができる旨を定款に定めております。 

  

(7) 自己の株式の取得 

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的

に遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項に基づき、取締役会の決議によって、市場

取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。 

  

(8) 中間配当 

当社は、機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、会社法第454条第５項の

定める剰余金の配当(中間配当)をすることができる旨を定款に定めております。 

  

(9) 取締役の選任の決議要件および取締役の定数 

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらない旨を定款に定めてお



ります。また、当社は取締役の定数を定款には定めておりません。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度(平成17年12月１日から平成18年11月30日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年12月１日から平成19年11月30日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度(平成17年12月１日から平成18年11月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年12月１日から平成19年11月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前連結会計年度(平成17年12月１日から平成18年11月30日まで)及び前事業年度(平成17年12月

１日から平成18年11月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成18

年12月１日から平成19年11月30日まで)及び当事業年度(平成18年12月１日から平成19年11月30日まで)は

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、新

日本監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 

前連結会計年度
(平成18年11月30日)

当連結会計年度 
(平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 7,892 8,278

   売掛金 2,569 2,607

   有価証券 2,998 4,346

   たな卸資産 808 860

   前払費用 460 397

   短期貸付金 1,017 15

   繰延税金資産 355 474

   その他 693 766

   貸倒引当金 △ 164 △ 119

    流動資産合計 16,632 43.6 17,628 45.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

    建物及び構築物 15,963 15,683

    減価償却累計額 11,940 4,023 11,796 3,886

    機械装置及び運搬具 2,942 3,013

    減価償却累計額 2,186 756 2,086 927

    工具器具備品 4,166 4,093

    減価償却累計額 3,049 1,116 2,995 1,097

    土地 3,504 3,504

    建設仮勘定 43 45

    有形固定資産合計 9,444 24.8 9,462 24.6

 ２ 無形固定資産

    のれん 59 25

    ソフトウェア 778 849

    その他 160 159

    無形固定資産合計 998 2.6 1,034 2.7

 ３ 投資その他の資産

    投資有価証券 900 603

    長期貸付金 19 13

    破産・更生債権等 419 419

    長期前払費用 222 653

    差入保証金 7,477 7,281

    繰延税金資産 1,579 1,676

    長期預金 1,000 500

    その他 74 78

    貸倒引当金 △646 △ 660

    投資その他の資産合計 11,046 29.0 10,565 27.3

    固定資産合計 21,489 56.4 21,063 54.4

    資産合計 38,122 100.0 38,691 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年11月30日)

当連結会計年度 
(平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   買掛金 5,868 6,116

   未払金 3,215 3,331

   未払法人税等 733 854

   未払消費税等 284 247

   未払費用 1,107 1,098

   役員賞与引当金 36 46

   その他 577 443

    流動負債合計 11,822 31.0 12,138 31.4

Ⅱ 固定負債

   退職給付引当金 1,959 2,082

   役員退職慰労引当金 81 98

   ポイント引当金 68 99

   長期前受収益 130 ─

   その他 116 168

    固定負債合計 2,356 6.2 2,449 6.3

    負債合計 14,178 37.2 14,587 37.7

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 7,297 19.1 7,297 18.8

   資本剰余金 10,430 27.4 10,430 27.0

   利益剰余金 6,335 16.6 6,573 17.0

   自己株式 △204 △0.5 △ 233 △0.6

    株主資本合計 23,859 62.6 24,068 62.2

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価 
   差額金

84 0.2 35 0.1

    評価・換算差額等合計 84 0.2 35 0.1

    純資産合計 23,944 62.8 24,103 62.3

    負債純資産合計 38,122 100.0 38,691 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日)

当連結会計年度 
(自 平成18年12月１日 
 至 平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   売上高 73,526 77,869

   その他営業収入 7,052 80,579 100.0 7,031 84,900 100.0

Ⅱ 売上原価

   売上原価 35,681 37,756

   その他売上原価 4,722 40,404 50.1 5,074 42,830 50.5

   売上総利益 40,174 49.9 42,070 49.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※２

37,309 46.3 39,236 46.2

   営業利益 2,865 3.6 2,833 3.3

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 16 22

   有価証券利息 ─ 25

   受取配当金 3 4

   賃貸料 85 53

   その他営業外収益 9 114 0.1 25 132 0.2

Ⅴ 営業外費用

   店舗改装等固定資産 
      除却損

─ 112

   その他営業外費用 5 5 0.0 6 119 0.2

   経常利益 2,974 3.7 2,846 3.3

Ⅵ 特別利益

   固定資産売却益 ※３ 1 0

   営業権売却益 6 50

   投資有価証券売却益 ─ 51

   店舗営業補償金 97 ―

   貸倒引当金戻入 110 31

   その他特別利益 2 217 0.2 6 140 0.2

Ⅶ 特別損失

   固定資産売却損 ※４ ─ 0

   固定資産除却損 ※５ 177 28

   店舗閉鎖損失 107 92

   減損損失 ※６ 379 203

   その他特別損失 10 675 0.8 22 347 0.4

   税金等調整前 
   当期純利益

2,517 3.1 2,640 3.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,223 1,439

   法人税等調整額 82 1,305 1.6 △ 181 1,258 1.5

   当期純利益 1,211 1.5 1,382 1.6



③ 【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

  

 
  

当連結会計年度(自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日) 

  

 
  

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他
有価証券 

評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成17年11月30日残高(百万円) 7,297 10,430 6,301 △ 175 23,853 85 85 23,939

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △ 1,145 △ 1,145 △ 1,145

 役員賞与の支給 △ 31 △ 31 △ 31

 当期純利益 1,211 1,211 1,211

 自己株式の取得 △ 28 △ 28 △ 28

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△ 1 △ 1 △ 1

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ 34 △ 28 5 △ 1 △ 1 4

平成18年11月30日残高(百万円) 7,297 10,430 6,335 △ 204 23,859 84 84 23,944

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他
有価証券 

評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年11月30日残高(百万円) 7,297 10,430 6,335 △ 204 23,859 84 84 23,944

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △ 1,144 △ 1,144 △ 1,144

 当期純利益 1,382 1,382 1,382

 自己株式の取得 △ 29 △ 29 △ 29

 自己株式の処分 △ 0 0 0 0

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△ 48 △ 48 △ 48

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

─ △ 0 237 △ 28 208 △ 48 △ 48 159

平成19年11月30日残高(百万円) 7,297 10,430 6,573 △ 233 24,068 35 35 24,103



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日)

当連結会計年度 
(自 平成18年12月１日 
 至 平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
   税金等調整前当期純利益 2,517 2,640

   減価償却費等 1,781 2,080

   減損損失 379 203

   有形固定資産除売却損 177 141

   貸倒引当金の増減額 △ 178 △ 31

   役員賞与引当金の増減額 36 10

   退職給付引当金の増減額 50 123

   役員退職慰労引当金の増減額 8 17

   ポイント引当金の増減額 22 31

   受取利息及び受取配当金 △ 19 △ 48

   支払利息 - 0

   投資有価証券売却益 - △ 51

   売上債権の増減額 △ 280 97

   たな卸資産の増減額 16 △ 51

   仕入債務の増減額 120 248

   未払金の増減額 160 222

   前受収益金の増減額 △ 310 △ 293

   未払消費税等の増減額 64 △ 36

   有形固定資産売却益 △ 1 △ 0

   役員賞与支払額 △ 31 -
   その他 △ 300 △ 742

    小計 4,213 4,558

   利息及び配当金の受取額 18 47
   利息の支払額 - △ 0
   法人税等の支払額 △ 1,400 △ 1,306

   営業活動によるキャッシュ・フロー 2,831 3,299

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
   定期預金の預入による支出 △ 300 -

   定期預金の払戻による収入 800 -

   有価証券の取得による支出 △999 △ 99

   有価証券の償還による収入 1,000 -

      投資有価証券の売却による収入 - 66

   投資有価証券の取得による支出 △ 299 △ 50

   有形固定資産の取得による支出 △ 2,140 △ 2,044

   有形固定資産の売却による収入 38 64

   無形固定資産の取得による支出 △ 359 △ 375

   貸付による支出 △ 1,012 △ 18

   貸付の回収による収入 2,046 1,021

   保証金・敷金の支出 △ 227 △ 214

   保証金・敷金の解約による収入 308 397

   出資金回収による収入 375 -
   その他 1 9

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 768 △ 1,243

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
   自己株式の取得による支出 △ 28 △ 29

      自己株式の売却による収入 - 0
   配当金の支払額 △ 1,147 △ 1,143

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,176 △ 1,172

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 886 883

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 10,005 10,891

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 10,891 11,775



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社の数……１社 

   ㈱ケイ・アドであります。

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社の数……１社 

   ㈱ケイ・アドであります。

２ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社１社㈱ケイ・アドの決算日は10月末日で

あります。

  連結財務諸表の作成に当たっては連結子会社の決算

日現在の財務諸表を使用しておりますが、連結決算

日との間に生じた重要な取引について連結上必要な

調整を行っております。

２ 連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

３ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

   ａ 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)を採用しております。

   ｂ その他有価証券

時価のあるものについては、連結決算日の市

場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定)、時価のないもの

については、移動平均法による原価法を採用

しております。なお、取得原価と債券金額と

の差額の性格が金利の調整と認められるもの

については、償却原価法を採用しておりま

す。

３ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

   ａ 満期保有目的の債券

同左

   ｂ その他有価証券

同左

  ② たな卸資産

    原材料のうち鶏肉については先入先出法による

低価法、それ以外のたな卸資産については先入

先出法による原価法によっております。

  ② たな卸資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

    定率法を採用しております。

    なお主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ７～20年

機械装置及び運搬具 ３～９年

工具器具備品 ５～９年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

同左

  ② 無形固定資産

定額法を採用しております。 

また、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。 

なお、のれんについては５年間の定額法によ

っております。

  ② 無形固定資産

同左

  ③ 長期前払費用 

    定額法を採用しております。

  ③ 長期前払費用

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    売掛債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及

び破産更生債権等については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

  ② 役員賞与引当金 

    役員に対して支給する賞与の支出に充てるた 

め、支給見込額に基づき計上しております。

  ② 役員賞与引当金    

同左

  ③ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務の見込額に基づき、

計上しております。

    なお、数理計算上の差異は、その発生時の翌連

結会計年度に一括費用処理しております。

    また、過去勤務債務は発生年度に一括費用処理

しております。

  ③ 退職給付引当金

同左

  ④ 役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。

  ④ 役員退職慰労引当金

同左

  ⑤ ポイント引当金

    販売促進を目的とするポイントシステム制度に

基づき、顧客に付与したポイントの利用に備え

るため、当連結会計年度末において将来利用さ

れると見込まれる額を計上しております。

  ⑤ ポイント引当金

同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が、借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っております。

 (5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

４ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法を採用することとしております。

４ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

５ のれんの償却に関する事項

  のれんは、５年間の定額法で償却しております。

５ のれんの償却に関する事項

同左

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない、取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなり

ます。

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

(役員賞与に関する会計基準) 

 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号)を適用しております。 

 この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益が36百万円減少しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

─────

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は23,944百

万円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則

により作成しております。

─────

───── (有形固定資産の減価償却の方法) 

 当連結会計年度より、平成19年度の法人税法の改正に

伴い、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産につ

いては、改正法人税法に規定する償却方法により減価償

却費を計上しております。これに伴い、前連結会計年度

と同一の方法によった場合と比べ、営業利益が44百万

円、経常利益が44百万円、税金等調整前当期純利益が44

百万円、当期純利益が44百万円それぞれ減少しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

───── (固定資産除却損の計上区分の変更) 

 従来、店舗改装に伴う固定資産除却損については、

「特別損失」に計上しておりましたが、当連結会計年度

から「営業外費用」に計上する方法に変更いたしまし

た。 

 この変更は店舗改装が毎期恒常的に発生していること

及び今後さらに継続して発生することが見込まれること

によるものであります。 

 この結果、従来の方法に比べて、営業外費用が112百

万円増加し、経常利益及び特別損失が同額減少しており

ますが、税金等調整前当期純利益に与える影響はありま

せん。 



表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

(連結貸借対照表）

 のれん

 前連結会計年度まで「営業権」として掲記されてい

たものは、改正後の連結財務諸表規則を適用し、当連

結会計年度から「のれん」として表示しております。

(連結貸借対照表）
─────

(連結損益計算書）
 ───── 

(連結損益計算書）

 有価証券利息

 前連結会計年度まで営業外収益の「受取利息」に含

めて表示しておりました「有価証券利息」について、

営業外収益に対する重要性が増したため、区分掲記し

ております。 

 なお、前連結会計年度における「有価証券利息」

は、０百万円であります。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

該当事項はありません。 

  

(連結損益計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

※１ 販売費及び一般管理費中の主な費目及び金額

減価償却費 1,657百万円

のれんの償却額 33百万円

長期前払費用償却 90百万円

退職給付費用 365百万円

役員退職慰労引当金繰入額 27百万円

諸給与金 16,104百万円

役員賞与引当金繰入額 36百万円

地代・家賃 4,442百万円

広告宣伝費 4,586百万円

ポイント引当金繰入額 22百万円

※１ 販売費及び一般管理費中の主な費目及び金額

減価償却費 1,891百万円

のれんの償却額 33百万円

長期前払費用償却 155百万円

退職給付費用 407百万円

役員退職慰労引当金繰入額 17百万円

諸給与金 17,154百万円

役員賞与引当金繰入額 46百万円

地代・家賃 4,612百万円

広告宣伝費 4,281百万円

ポイント引当金繰入額 31百万円

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 46百万円 ※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 45百万円

※３ 固定資産売却益

   固定資産売却益１百万円は店舗設備の売却益であ

ります。

※３ 固定資産売却益

   固定資産売却益０百万円は店舗設備の売却益であ

ります。

※４        ─────

   

※４ 固定資産売却損

   固定資産売却損０百万円は店舗設備の売却による

ものであります。

※５ 固定資産除却損

   固定資産除却損177百万円は店舗設備の除却によ

るものであります。

※５ 固定資産除却損

   固定資産除却損28百万円は店舗設備の除却による

ものであります。

 

※６ 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは、以下

の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額

大阪府
貸与資産 

(当社1物件)
土地、建物 379百万円

 資産のグルーピングは、直営店舗については継

続的な収支の把握を行っていることから各店舗毎

を、貸与資産については、各資産をグルーピング

の 小単位としております。 

 共用資産を賃貸目的に変更したことにより、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

379百万円(土地258百万円、建物120百万円)を減

損損失として特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は使用価値を採用し、割引率

は2.5％を適用しております。

 

※６ 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは、以下

の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額

東京都 直営店舗 建物等 48百万円

東京都 本部管理システム ソフトウェア 17百万円

─ POSシステム リース資産等 137百万円

合計 203百万円

 資産のグルーピングは、直営店舗については継

続的な収支の把握を行っていることから各店舗毎

を、貸与資産については、各資産をグルーピング

の 小単位としております。 

 営業損益が継続してマイナスの直営店舗につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額48百万円(建物44百万円、その他4百万円)を

減損損失として特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は使用価値を採用し、割引率

は3.45％を適用しております。 

 本部管理用システムで不要となるソフトウェア

の帳簿価額を全額減額し、当該減少額17百万円を

減損損失として特別損失に計上しております。 

 また、チキン関連事業のPOSシステム入替に伴

い、不要となるリース資産及びソフトウェアの帳

簿価額を全額減額し、当該減少額137百万円(リー

ス資産85百万円、ソフトウェア52百万円)を減損

損失として特別損失に計上しております。 

なお、リース資産については未経過リース料を基



 
  

に帳簿価額を算定しております。



(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

発行済株式数に変動はありません。 

  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  13,302株 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 22,983,000 ─ ─ 22,983,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 71,001 13,302 ─ 84,303

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年２月23日 
定時株主総会

普通株式 572 25.00 平成17年11月30日 平成18年２月24日

平成18年７月20日 
取締役会

普通株式 572 25.00 平成18年５月31日 平成18年８月７日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年２月22日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 572 25.00 平成18年11月30日 平成19年２月23日



当連結会計年度(自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

発行済株式数に変動はありません。 

  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   13,900株 

 単元未満株式の売却による減少        400株 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 22,983,000 ─ ─ 22,983,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 84,303 13,900 400 97,803

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年２月22日 
定時株主総会

普通株式 572 25.00 平成18年11月30日 平成19年２月23日

平成19年７月19日 
取締役会

普通株式 572 25.00 平成19年５月31日 平成19年８月６日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年２月21日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 572 25.00 平成19年11月30日 平成20年２月22日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 7,892百万円

有価証券 2,998百万円

現金及び現金同等物 10,891百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 8,278百万円

有価証券 3,996百万円

長期預金 △500百万円

現金及び現金同等物 11,775百万円

２         ────── ２ 当連結会計年度中において、連結子会社で短期借入

金10百万円の借入による収入及び返済による支出が

ありましたが、連結キャッシュ・フロー計算書にお

いては純額で掲記すべき金額がないため、記載して

おりません。

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

工具器具備品

取得価額相当額 521百万円

減価償却累計額相当額 304百万円

期末残高相当額 217百万円

工具器具備品

取得価額相当額 2,415百万円

減価償却累計額相当額 323百万円

期末残高相当額 2,092百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 111百万円

１年超 112百万円

合計 224百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 480百万円

１年超 1,631百万円

合計 2,112百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 142百万円

減価償却費相当額 132百万円

支払利息相当額 8百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 354百万円

減価償却費相当額 319百万円

支払利息相当額 52百万円

減損損失 42百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 ─百万円

合計 4百万円

２ オペレーティング・リース取引

         ──────



(有価証券関係) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

区分

前連結会計年度
(平成18年11月30日)

当連結会計年度 
(平成19年11月30日)

連結決算日 
における 
連結 

貸借対照表 
計上額 
(百万円)

連結決算日
における 
時価 

(百万円)

差額
(百万円)

連結決算日
における 
連結 

貸借対照表 
計上額 
(百万円)

連結決算日 
における 
時価 

(百万円)

差額 
(百万円)

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えるもの

99 100 0 299 300 0

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えないもの

349 347 △ 2 299 298 △ 0

合計 449 447 △ 2 599 599 △ 0

区分

前連結会計年度
(平成18年11月30日)

当連結会計年度 
(平成19年11月30日)

取得原価 
(百万円)

連結決算日
における 
連結 

貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結決算日 
における 
連結 

貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

 ① 株式 214 366 152 214 284 70

小計 214 366 152 214 284 70

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

 ① 株式 64 54 △9 64 54 △9

小計 64 54 △9 64 54 △9

合計 278 421 143 278 338 60

区分

前連結会計年度
(平成17年12月 1日 
  平成18年11月30日)

当連結会計年度 
(平成18年12月 1日 
  平成19年11月30日)

売却額 
(百万円)

売却益の
合計額 
(百万円)

売却損の
合計額 
(百万円)

売却額
(百万円)

売却益の 
合計額 
(百万円)

売却損の 
合計額 
(百万円)

 ① 株式 ─ ─ ─ 66 51 ─

合計 ─ ─ ─ 66 51 ─



４ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

前連結会計年度(平成18年11月30日) 

 
  

当連結会計年度(平成19年11月30日) 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日)及び当連結会計年度(自 平成18年12

月１日 至 平成19年11月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

区分

前連結会計年度
(平成18年11月30日)

当連結会計年度 
(平成19年11月30日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) その他有価証券

 ①非上場株式 29 14

 ②コマーシャルペーパー 2,998 3,996

合計 3,027 4,011

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内 
(百万円)

債券

 国債・地方債等 ─ 450

合計 ─ 450

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内 
(百万円)

債券

 国債・地方債等 350 250

合計 350 250



次へ 

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

(1) 採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、退職一時金制度を設けてお

ります。また、従業員の退職等に際して割増退職金を

支払う場合があります。なお、当社は、この他に複数

事業主制度による企業年金(外食産業ジェフ厚生年金

基金)に加盟しております。

(1) 採用している退職給付制度の概要

同左

(2) 退職給付債務に関する事項(平成18年11月30日)

① 退職給付債務 1,980百万円

② 未認識数理計算上の差異 △21百万円

③ 退職給付引当金 1,959百万円

(2) 退職給付債務に関する事項(平成19年11月30日)

① 退職給付債務 2,107百万円

② 未認識数理計算上の差異 24百万円

③ 退職給付引当金 2,082百万円

 

(3) 退職給付費用に関する事項(自 平成17年12月１日

至 平成18年11月30日)

① 勤務費用 (注) 322百万円

② 利息費用 33百万円

③ 数理計算上の差異の費用処理額 △48百万円

④ 過去勤務債務の費用処理額 57百万円

⑤ 退職給付費用 365百万円

(注) 厚生年金基金に関する拠出額(178百万円)を

含んでおります。

 

(3) 退職給付費用に関する事項(自 平成18年12月１日

至 平成19年11月30日)

① 勤務費用 (注) 351百万円

② 利息費用 34百万円

③ 数理計算上の差異の費用処理額 21百万円

④ 過去勤務債務の費用処理額 ─百万円

⑤ 退職給付費用 407百万円

(注) 厚生年金基金に関する拠出額(192百万円)を

含んでおります。

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(イ)割引率 1.8％

(ロ)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(ハ)数理計算上の差異の処理年数 １年

(ニ)過去勤務債務の処理年数 １年

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(イ)割引率 1.8％

(ロ)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(ハ)数理計算上の差異の処理年数 １年

(ニ)過去勤務債務の処理年数 １年

(5) 複数事業主制度に関する事項

複数事業主制度の企業年金(外食産業ジェフ厚生年

金基金)につきましては、自社の拠出に対応する年金

資産の額を合理的に計算できませんので、掛金拠出額

割合に基づく年金資産額を注記致します。

年金資産金額(平成18年３月31日) 3,576百万円

(5) 複数事業主制度に関する事項

複数事業主制度の企業年金(外食産業ジェフ厚生年

金基金)につきましては、自社の拠出に対応する年金

資産の額を合理的に計算できませんので、掛金拠出額

割合に基づく年金資産額を注記致します。

年金資産金額(平成19年３月31日) 4,547百万円



次へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年11月30日)

当連結会計年度
(平成19年11月30日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 金額(百万円)

退職給付引当金 803

前受収益 211

貸倒引当金 232

減価償却費 247

役員退職慰労引当金 33

ゴルフ会員権評価損 77

少額償却資産 70

投資有価証券評価損 58

減損損失 639

未払社会保険料 37

未払事業税 71

その他 82

小計 2,566

評価性引当額 △ 571

繰延税金資産合計 1,994

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額 58

繰延税金負債合計 58

繰延税金資産の純額 1,935

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 金額(百万円)

退職給付引当金 853

前受収益 90

貸倒引当金 216

減価償却費 296

役員退職慰労引当金 40

ゴルフ会員権評価損 77

少額償却資産 64

投資有価証券評価損 58

減損損失 638

未払社会保険料 39

未払事業税 82

未払賞与 215

その他 80

小計 2,754

評価性引当額 △ 577

繰延税金資産合計 2,176

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額 24

繰延税金負債合計 24

繰延税金資産の純額 2,151

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

(調整)

交際費等永久に損金に算入
されない項目

2.6

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.0

住民税均等割等 5.0

評価性引当額 4.8

法人税額の特別控除税額 △0.2

その他 △1.3

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

51.9  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

(調整)

交際費等永久に損金に算入
されない項目

2.1

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△ 0.4

住民税均等割等 4.7

法人税額の特別控除税額 △ 0.6

その他 0.9

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

47.7



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、チキン関連事業、ピザ関連事業に区分して

おります。 

２ 事業区分及び各区分に属する主要な製品等の名称 

 
３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 17,105百万円であり、その主なものは親会社

での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)等であります。 

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 

５ 「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号)を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によっ

た場合に比べ、当連結会計年度においては「チキン関連事業」は営業費用が27百万円増加し、営業利益が同

額減少しており、「ピザ関連事業」は営業費用が8百万円増加し、営業損失が同額増加しております。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

チキン 
関連事業 
(百万円)

ピザ
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

 売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

61,202 19,376 80,579 ─ 80,579

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

─ ─ ─ (─) ─

計 61,202 19,376 80,579 (─) 80,579

営業費用 57,934 19,779 77,713 (─) 77,713

営業利益又は
営業損失(△)

3,268 △402 2,865 (─) 2,865

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出

資産 18,232 2,784 21,016 17,105 38,122

減価償却費 1,344 437 1,781 ─ 1,781

減損損失 ─ ─ ─ 379 379

資本的支出 2,258 387 2,646 ─ 2,646

事業区分 区分に属する主要な製品等の名称

チキン関連事業
チキン、サンド、ドリンク等及び食材並びにカップ、パッケージ等の包
装資材、チキンにかかわるライセンス料、チキン関連の広告宣伝等

ピザ関連事業
ピザ、ドリンク等及び食材並びにカップ、パッケージ等の包装資材、ピ
ザにかかわるライセンス料、ピザ関連の広告宣伝等



 
(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、チキン関連事業、ピザ関連事業に区分して

おります。 

２ 事業区分及び各区分に属する主要な製品等の名称 

 
３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は17,525百万円であり、その主なものは親会社で

の余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)等であります。 

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」の「(会計処理の変更)(有形固定資産の減価償

却の方法)」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い当連結会計年度から平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく方法に変更しています。この変更に伴い、従来の方法

によった場合に比べ、当連結会計年度においては「チキン関連事業」は営業費用が35百万円増加し、営業利

益が同額減少しており、「ピザ関連事業」は営業費用が９百万円増加し、営業損失が同額増加しておりま

す。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日)及び当連結会計年度(自 平成

18年12月１日 至 平成19年11月30日)については、本邦以外の国または地域に所在する連結子会

社及び重要な支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日)及び当連結会計年度(自 平成

18年12月１日 至 平成19年11月30日)については、海外売上高がないため、該当事項はありませ

ん。 

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

チキン 
関連事業 
(百万円)

ピザ
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

 売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

63,708 21,192 84,900 ─ 84,900

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

─ ─ ─ (─) ─

計 63,708 21,192 84,900 (─) 84,900

営業費用 60,694 21,372 82,066 (─) 82,066

営業利益又は
営業損失(△)

3,014 △ 180 2,833 (─) 2,833

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出

資産 18,313 2,852 21,166 17,525 38,691

減価償却費 1,627 452 2,080 ─ 2,080

減損損失 191 12 203 ─ 203

資本的支出 2,295 595 2,890 ─ 2,890

事業区分 区分に属する主要な製品等の名称

チキン関連事業
チキン、サンド、ドリンク等及び食材並びにカップ、パッケージ等の包
装資材、チキンにかかわるライセンス料、チキン関連の広告宣伝等

ピザ関連事業
ピザ、ドリンク等及び食材並びにカップ、パッケージ等の包装資材、ピ
ザにかかわるライセンス料、ピザ関連の広告宣伝等



前へ 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

  三菱商事㈱からの食材等の仕入及び販売につきましては、いずれも市場価格、総原価を勘案して毎期価格交

渉の上、決定しております。 

２ 上記金額のうち取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

  

２ 兄弟会社等 

  

 
(注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

ヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッドに対するロイヤリティーの取引関係につきまして

は、下記のとおりであります。 

(ケンタッキーフライドチキン関係) 

 
(ピザハット関係) 

 
２ ヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッドの資本金の数値は、平成18年11月30日現在の東京

外国為替市場の対顧客電信直物売相場である１シンガポールドル当り75.10円により計算を行っておりま

す。 

また、期末残高は平成18年11月末の残高であります。 

３ 上記金額のうち取引金額及び期末残高は、海外取引のため、消費税等を含んでおりません。 

属性 会社名 住所
資本金(又 
は出資金) 
(百万円)

事業の
内容

議決権等 
の被所有 
割合 
(％)

関係内容

取引内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末
残高 

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

その
他の
関係
会社

三菱商事㈱
東京都 
千代田区

198,618
総合 
商社

直接31.53
出向 ４人
転籍 ３人

当社と同社
の間に原材
料等の仕入
及び販売が
あります。

営業
取引

原材料等
の購入

5,273 買掛金 899

原材料等
の販売

0
未収入
金

0

その他 80 未払金 1

属性 会社名 住所
資本金(又 
は出資金) 
(百万円)

事業の
内容

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 
(％)

関係内容

取引内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末
残高 

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

その
他の
関係
会社
の子
会社

ヤム・レ
ストラン
ツ・アジ
ア・ピー
ティイ

ー・リミ
テッド

シンガポ
ール共和
国 
シンガポ
ール市

(500,000シン
ガポールドル)

37

マスタ
ーフラ
ンチャ
イズ契
約先

―― 兼任 ―人

当社のその
他の関係会
社であるヤ
ム・ブ ラ ン
ズ・イ ン ク
の子会社で
あるヤム・
レストラン
ツ・アジア 
・ピーティ
イ ー・リ ミ
テッドにロ
イヤリティ
ーの支払を
しておりま
す。

営業
取引

直営店
支払ロイ
ヤリティ
ー 1,270 未払金 171
(使用料)
出店ロイ
ヤリティ
ー 33  〃 0

(出店特
許料) 
フランチ
ャイズ店 1,263  〃 181
(預りロ
イヤリテ
ィー)

直営店 フランチャイズ店

出店特許料 １店舗毎に150万円 １店舗毎に100万円

コンティニュー 
イング・フィー 
(継続使用料)

売上高の2.3％～2.6％ 売上高の1.4％

リニューアル・ 
フィー(更新料)

１店舗毎に25万円 ――――

直営店 フランチャイズ店

出店特許料 １店舗毎に100万円 １店舗毎に100万円

ロイヤリティー 売上高の3.0％ 売上高の3.0％



  

 
(注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

フードリンク㈱からの食材等の仕入及び販売につきましては、いずれも市場価格、総原価を勘案して毎期価

格交渉の上、決定しております。 

２ 上記金額のうち取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

  

 
(注) 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

  

属性
会社等の 
名称

住所
資本金又は 
出資金 

(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 
(％)

関係内容

取引内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末
残高 

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

その
他の
関係
会社
の子
会社

フードリ
ンク㈱

東京都 
港区

446
チキン
等の販
売

―― 兼任１人

当社と同社
の間に原材
料等の仕入
及び販売が
あります。

営業
取引

原材料等
の購入

3,566 買掛金 611

原材料等
の販売

219
未収入
金

39

その他 5 未払金 0

属性
会社等の 
名称

住所
資本金又は 
出資金 

(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 
(％)

関係内容

取引内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末
残高 

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

その
他の
関係
会社
の子
会社

三菱商事
フィナン
シャルサ
ービス㈱

東京都 
千代田区

2,680
企業金 
融業他

―― 兼任 ―人
同社に
資金貸付

資金の貸付 1,000
短期 
貸付金

1,000

利息の受取 1
未収利
息

0



当連結会計年度(自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

  三菱商事㈱からの食材等の仕入及び販売につきましては、いずれも市場価格、総原価を勘案して毎期価格交

渉の上、決定しております。 

２ 上記金額のうち取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

  

２ 兄弟会社等 

  

 
(注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

ヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッドに対するロイヤリティーの取引関係につきまして

は、下記のとおりであります。 

(ケンタッキーフライドチキン関係) 

 
(ピザハット関係) 

 
２ ヤム・レストランツ・アジア・ピーティイー・リミテッドの資本金の数値は、平成19年11月30日現在の東京

外国為替市場の対顧客電信直物売相場である１シンガポールドル当り77.02円により計算を行っておりま

す。 

また、期末残高は平成19年11月末の残高であります。 

３ 上記金額のうち取引金額及び期末残高は、海外取引のため、消費税等を含んでおりません。 

属性 会社名 住所
資本金(又 
は出資金) 
(百万円)

事業の
内容

議決権等 
の被所有 
割合 
(％)

関係内容

取引内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末
残高 

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

その
他の
関係
会社

三菱商事㈱
東京都 
千代田区

201,250
総合 
商社

直接31.53
兼任 ４人
転籍 ３人

当社と同社
の間に原材
料等の仕入
及び販売が
あります。

営業
取引

原材料等
の購入

6,176 買掛金 993

原材料等
の販売

1
未収入
金

0

その他 39 未払金 0

属性 会社名 住所
資本金(又 
は出資金) 
(百万円)

事業の
内容

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 
(％)

関係内容

取引内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末
残高 

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

その
他の
関係
会社
の子
会社

ヤム・レ
ストラン
ツ・アジ
ア・ピー
ティイ

ー・リミ
テッド

シンガポ
ール共和
国 
シンガポ
ール市

(500,000シン
ガポールドル)

38

マスタ
ーフラ
ンチャ
イズ契
約先

―― 兼任 ―人

当社のその
他の関係会
社であるヤ
ム・ブ ラ ン
ズ・イ ン ク
の子会社で
あるヤム・
レストラン
ツ・アジア 
・ピーティ
イ ー・リ ミ
テッドにロ
イヤリティ
ーの支払を
しておりま
す。

営業
取引

直営店
支払ロイ
ヤリティ
ー 1,313 未払金 139

(使用料)
出店ロイ
ヤリティ
ー 29  ─ ─

(出店特
許料) 
フランチ
ャイズ店 1,346 未払金 167
(預りロ
イヤリテ
ィー)

直営店 フランチャイズ店

出店特許料 １店舗毎に150万円 １店舗毎に100万円

コンティニュー 
イング・フィー 
(継続使用料)

売上高の2.3％～2.5％ 売上高の1.5％

リニューアル・ 
フィー(更新料)

１店舗毎に25万円 ――――

直営店 フランチャイズ店

出店特許料 １店舗毎に100万円 １店舗毎に100万円

ロイヤリティー 売上高の3.0％ 売上高の3.0％



  

 
(注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

フードリンク㈱からの食材等の仕入及び販売につきましては、いずれも市場価格、総原価を勘案して毎期価

格交渉の上、決定しております。 

２ 上記金額のうち取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

  

 
(注) 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

利率その他の取引条件は、その都度交渉の上決定しています。 

  

属性
会社等の 
名称

住所
資本金又は 
出資金 

(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 
(％)

関係内容

取引内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末
残高 

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

その
他の
関係
会社
の子
会社

フードリ
ンク㈱

東京都 
港区

446
チキン
等の販
売

―― 兼任 ─人

当社と同社
の間に原材
料等の仕入
及び販売が
あります。

営業
取引

原材料等
の購入

4,055 買掛金 663

原材料等
の販売

438
未収入
金

38

その他 △1 未払金 0

属性
会社等の 
名称

住所
資本金又は 
出資金 

(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 
(％)

関係内容

取引内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末
残高 

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

その
他の
関係
会社
の子
会社

三菱商事
フィナン
シャルサ
ービス㈱

東京都 
千代田区

2,680
企業金 
融業他

―― 兼任 ―人
同社に
資金貸付

貸付金の回収 1,000 ─ ─

利息の受取 4 ─ ─



(１株当たり情報) 

  

 

 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

 
１株当たり純資産額 1,045.66円

 
１株当たり純資産額 1,053.26円

 
１株当たり当期純利益 52.90円

 
１株当たり当期純利益 60.39円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

(注)算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

項  目
前連結会計年度

(平成18年11月30日)
当連結会計年度

(平成19年11月30日)

連結貸借対照表の純資産の部の合
計額

23,944百万円 24,103百万円

普通株式に係る純資産額 23,944百万円 24,103百万円

連結貸借対照表の純資産の部の合
計額と１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式に係る連結
会計年度末の純資産との差額

─ ─

普通株式の発行済株式数 22,983,000株 22,983,000株

普通株式の自己株式数 84,303株 97,803株

１株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数

22,898,697株 22,885,197株

２．１株当たり当期純利益

項  目
前連結会計年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

連結損益計算書上の当期純利益 1,211百万円 1,382百万円

普通株式に係る当期純利益 1,211百万円 1,382百万円

普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳

─ ─

普通株式の期中平均株式数 22,903,743株 22,891,437株



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年11月30日)

当事業年度 
(平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 7,682 7,993

   売掛金 2,290 2,343

   有価証券 2,998 4,346

   商品 675 772

   原材料 92 12

   貯蔵品 31 26

   前払費用 325 343

   短期貸付金 1,017 15

   未収入金 585 648

   繰延税金資産 317 429

   その他 68 79

   貸倒引当金 △ 143 △ 99

   流動資産合計 15,943 42.6 16,909 44.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

    建物 15,963 15,683

    減価償却累計額 11,940 4,023 11,796 3,886

    機械及び装置 2,350 2,412

    減価償却累計額 1,762 588 1,652 759

    車両及び運搬具 589 598

    減価償却累計額 421 168 431 167

    工具器具備品 4,160 4,087

    減価償却累計額 3,043 1,116 2,989 1,097

    土地 3,504 3,504

    建設仮勘定 43 45

    有形固定資産合計 9,444 25.2 9,462 29.9

 ２ 無形固定資産

    のれん 59 25

    借地権 42 42

    ソフトウェア 744 805

    電話加入権 116 116

    施設利用権 1 1

    無形固定資産合計 964 2.6 991 2.6



 
  

前事業年度
(平成18年11月30日)

当事業年度 
(平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

    投資有価証券 900 603

    関係会社株式 10 10

    出資金 42 42

    長期貸付金 1 0

    従業員長期貸付金 17 12

    破産・更生債権等 406 407

    長期前払費用 221 651

    繰延税金資産 1,579 1,676

    長期預金 1,000 500

    差入保証金 7,477 7,281

    会員権 26 26

    その他 4 8

    貸倒引当金 △ 634 △ 648

    投資その他の資産合計 11,055 29.6 10,573 27.9

   固定資産合計 21,463 57.4 21,027 55.4

   資産合計 37,406 100.0 37,937 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   買掛金 ※１ 5,908 6,159

   未払金 ※１ 2,498 2,684

   未払法人税等 733 827

   未払消費税等 284 238

   未払費用 1,107 1,098

   預り金 150 178

   前受収益 312 134

   役員賞与引当金 36 46

   その他 38 41

   流動負債合計 11,070 29.6 11,408 30.1

Ⅱ 固定負債

   退職給付引当金 1,958 2,082

   役員退職慰労引当金 81 98

   ポイント引当金 68 99

   預り保証金 116 168

   長期前受収益 130 ─

   固定負債合計 2,354 6.3 2,449 6.5

   負債合計 13,425 35.9 13,857 36.5



 
  

前事業年度
(平成18年11月30日)

当事業年度 
(平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 7,297 19.5 7,297 19.2

 ２ 資本剰余金

    資本準備金 10,430 10,430

    その他資本剰余金 0 0

   資本剰余金合計 10,430 27.9 10,430 27.5

 ３ 利益剰余金

    利益準備金 1,224 1,224

    その他利益剰余金

    別途積立金 3,000 3,000

    繰越利益剰余金 2,148 2,323

   利益剰余金合計 6,373 17.0 6,548 17.3

 ４ 自己株式 △ 204 △0.5 △ 233 △0.6

   株主資本合計 23,897 63.9 24,043 63.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

84 0.2 35 0.1

   評価・換算差額等合計 84 0.2 35 0.1

   純資産合計 23,981 64.1 24,079 63.5

   負債純資産合計 37,406 100.0 37,937 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

前事業年度
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日)

当事業年度 
(自 平成18年12月１日 
 至 平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   売上高 ※１ 73,529 77,874

   その他営業収入 ※２ 2,789 76,319 100.0 2,802 80,677 100.0

Ⅱ 売上原価

   商品・原材料期首 
   たな卸高

801 768

   当期商品・原材料仕入高 ※４ 35,898 38,011

      合計 36,699 38,779

   商品・原材料期末 
   たな卸高

768 784

   商品・原材料売上原価 ※３ 35,931 37,995

   その他売上原価 229 36,160 47.4 434 38,430 47.6

   売上総利益 40,158 52.6 42,247 52.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※４ 
※５ 
※６

37,306 48.9 39,500 49.0

   営業利益 2,852 3.7 2,747 3.4

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 16 22

   有価証券利息 ─ 25

   受取配当金 3 4

   賃貸料 85 53

   雑収入 8 114 0.2 31 138 0.2

Ⅴ 営業外費用

   店舗改装等固定資産 
      除却損

─ 112

   雑損失 5 5 0.0 6 119 0.2

   経常利益 2,960 3.9 2,765 3.4

Ⅵ 特別利益

   固定資産売却益 ※７ 1 0

   営業権売却益 6 50

   店舗営業補償金 97 ─

   投資有価証券売却益 ― 51

   貸倒引当金戻入 111 28

   その他特別利益 2 218 0.3 6 138 0.2

 



 
  

前事業年度
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日)

当事業年度 
(自 平成18年12月１日 
 至 平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

   固定資産売却損 ※８ ─ 0

   固定資産除却損 ※９ 177 28

   店舗閉鎖損失 107 92

   減損損失 ※10 379 203

   その他特別損失 10 675 0.9 22 347 0.4

   税引前当期純利益 2,504 3.3 2,557 3.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,222 1,411

   法人税等調整額 80 1,303 1.7 △ 174 1,237 1.5

   当期純利益 1,200 1.6 1,319 1.7



③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成17年11月30日残高(百万円) 7,297 10,430 0 10,430

事業年度中の変動額

 剰余金の配当

 役員賞与の支給

 当期純利益

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ ─ ─

平成18年11月30日残高(百万円) 7,297 10,430 0 10,430

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年11月30日残高(百万円) 1,224 3,000 2,125 6,350 △175 23,902

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △ 1,145 △ 1,145 △ 1,145

 役員賞与の支給 △ 31 △ 31 △ 31

 当期純利益 1,200 1,200 1,200

 自己株式の取得 △ 28 △ 28

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ 23 23 △ 28 △ 5

平成18年11月30日残高(百万円) 1,224 3,000 2,148 6,373 △ 204 23,897

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成17年11月30日残高(百万円) 85 85 23,988

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △ 1,145

 役員賞与の支給 △ 31

 当期純利益 1,200

 自己株式の処分 △ 28

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△ 1 △ 1 △ 1

事業年度中の変動額合計(百万円) △ 1 △ 1 △ 6

平成18年11月30日残高(百万円) 84 84 23,981



当事業年度(自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年11月30日残高(百万円) 7,297 10,430 0 10,430

事業年度中の変動額

 剰余金の配当

 当期純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 △ 0 △ 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ △ 0 △ 0

平成19年11月30日残高(百万円) 7,297 10,430 0 10,430

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年11月30日残高(百万円) 1,224 3,000 2,148 6,373 △ 204 23,897

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △ 1,144 △ 1,144 △ 1,144

 当期純利益 1,319 1,319 1,319

 自己株式の取得 △ 29 △ 29

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ 175 175 △ 28 146

平成19年11月30日残高(百万円) 1,224 3,000 2,323 6,548 △ 233 24,043

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年11月30日残高(百万円) 84 84 23,981

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △ 1,144

 当期純利益 1,319

 自己株式の取得 △ 29

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△ 48 △ 48 △ 48

事業年度中の変動額合計(百万円) △ 48 △ 48 97

平成19年11月30日残高(百万円) 35 35 24,079



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 ① 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法を採用しております。

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

 ① 子会社株式及び関連会社株式

同左

 ② 満期保有目的の債券

   償却原価法(定額法)を採用しております。

 ② 満期保有目的の債券

                       同左

 ③ その他有価証券

   時価のあるものについては、決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は主として移動平均法によ

り算定)、時価のないものについては、移動平均

法による原価法を採用しております。

   なお、取得原価と債券金額との差額の性格が金利

の調整と認められるものについては償却原価法を

採用しております。

 ③ その他有価証券

                       同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

 商品・原材料・貯蔵品

  原材料のうち鶏肉については先入先出法による低価

法、それ以外のたな卸資産については先入先出法に

よる原価法によっております。

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

 商品・原材料・貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ７～20年

機械及び装置 ３～９年

車両及び運搬具 ３～６年

工具器具備品 ５～９年

３ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

   定額法を採用しております。 

また、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)に基づく定額法によ

っております。

なお、のれんについては５年間の定額法によって

おります。

 (2) 無形固定資産

同左

 (3) 長期前払費用 

   定額法を採用しております。

 (3) 長期前払費用

同左

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   売掛債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破

産更生債権等については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 役員賞与引当金

   役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき当事業年度に見合う額を計上

しております。

 (2) 役員賞与引当金

同左

   



 
  

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。 

なお、数理計算上の差異は、その発生時の翌事業

年度に一括費用処理することとしております。 

また、過去勤務債務は発生年度に一括費用処理し

ております。

 (3) 退職給付引当金

同左

 (4) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

 (4) 役員退職慰労引当金

同左

 (5) ポイント引当金

   販売促進を目的とするポイントシステム制度に基

づき、顧客に付与したポイントの利用に備えるた

め、当事業年度末において将来利用されると見込

まれる額を計上しております。

 (5) ポイント引当金

同左

   

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が、借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

５ リース取引の処理方法

同左

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

(役員賞与に関する会計基準) 

 当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」(企業

会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４

号)を適用しております。 

 この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益が36百万円減少しております。

─────

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は23,981百

万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける財務諸表等は、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。

─────

───── (有形固定資産の減価償却の方法) 

 当事業年度より、平成19年の法人税法の改正に伴い、

平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産について

は、改正法人税法に規定する償却方法により減価償却費

を計上しております。これに伴い、前事業年度と同一の

方法によった場合と比べ、営業利益が44百万円、経常利

益が44百万円、税引前当期純利益が44百万円、当期純利

益が44百万円それぞれ減少しております。

───── (固定資産除却損の計上区分の変更) 

 従来、店舗改装に伴う固定資産除却損については、

「特別損失」に計上しておりましたが、当事業年度から

「営業外費用」に計上する方法に変更しました。 

 この変更は店舗改装が毎期恒常的に発生していること

及び今後さらに継続して発生することが見込まれること

によるものであります。 

 この結果、従来の方法に比べて、営業外費用が112百

万円増加し、経常利益及び特別損失が同額減少しており

ますが、税引前当期純利益に与える影響はありません。



次へ 

表示方法の変更 

  

 
  

  

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

(貸借対照表)

 のれん 

 前事業年度まで「営業権」として掲記されていたも

のは、改正後の財務諸表等規則を適用し、当事業年度

から「のれん」として表示しております。

(貸借対照表)

─────

(損益計算書)

─────

(損益計算書)

 有価証券利息 

 前事業年度まで営業外収益の「受取利息」に含めて

表示しておりました「有価証券利息」について、営業

外収益に対する重要性が増したため、区分掲記してお

ります。 

 なお、前事業年度における「有価証券利息」は、０

百万円であります。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年11月30日)

当事業年度
(平成19年11月30日)

※１ 関係会社に対する負債は、次のとおりでありま

す。

流動負債

買掛金 940百万円

未払金 210百万円

※１ 関係会社に対する負債は、次のとおりでありま

す。

流動負債

買掛金 1,036百万円

未払金 232百万円

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

※１ 売上高のうち資材等売上高は23,083百万円であり

ます。

※１ 売上高のうち資材等売上高は24,033百万円であり

ます。

※２ その他営業収入のうちロイヤリティー収入は

2,063百万円であります。

※２ その他営業収入のうちロイヤリティー収入は

2,042百万円であります。

※３ 原材料は当社独自の仕様によるほぼ完成品が納入

されますので通常の製造工程はありません。

※３          同左

※４ 関係会社との取引は、次のとおりであります。

当期商品・原材料仕入高 5,573百万円

販売費及び一般管理費 2,309百万円

※４ 関係会社との取引は、次のとおりであります。

当期商品・原材料仕入高 6,458百万円

販売費及び一般管理費 2,471百万円

※５ 販売費に属する費用のおおよその割合は85％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

15％であります。主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

広告宣伝費 4,638百万円

従業員給料賞与 5,879百万円

臨時雇手当 10,184百万円

役員賞与引当金繰入額 36百万円

退職給付費用 364百万円

役員退職慰労引当金繰入額 27百万円

消耗品費 1,067百万円

修繕費 968百万円

水道光熱費 1,877百万円

減価償却費 1,653百万円

のれんの償却額 33百万円

長期前払費用償却 90百万円

家賃 4,442百万円

支払ロイヤリティー 1,270百万円

ポイント引当金繰入額 22百万円

※５ 販売費に属する費用のおおよその割合は85％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

15％であります。主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

広告宣伝費 4,592百万円

従業員給料賞与 6,286百万円

臨時雇手当 10,836百万円

役員賞与引当金繰入額 46百万円

退職給付費用 407百万円

役員退職慰労引当金繰入額 17百万円

消耗品費 1,066百万円

修繕費 973百万円

水道光熱費 1,944百万円

減価償却費 1,881百万円

のれんの償却額 33百万円

長期前払費用償却 154百万円

家賃 4,612百万円

支払ロイヤリティー 1,364百万円

ポイント引当金繰入額 31百万円

※６ 一般管理費に含まれる研究開発費は、46百万円で

あります。

※６ 一般管理費に含まれる研究開発費は、45百万円で

あります。

※７ 固定資産売却益１百万円の内訳は次のとおりであ

ります。

店舗設備 1百万円

※７ 固定資産売却益０百万円の内訳は次のとおりであ

ります。

店舗設備 0百万円

※８        ───── 

 

 

※８ 固定資産売却損０百万円の内訳は、次のとおりで

あります。

店舗設備 0百万円

※９ 固定資産除却損177百万円の内訳は、次のとおり

であります。

店舗設備 177百万円

※９ 固定資産除却損28百万円の内訳は、次のとおりで

あります。

店舗設備 28百万円



 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 13,302株 

  

当事業年度(自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  13,900株 

   単元未満株式の売却による減少      400株 

  

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

 

※10 減損損失

当事業年度において、以下の資産グループに基づ

き減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額

大阪府
貸与資産 

(1物件)
土地、建物 379百万円

 資産のグルーピングは、直営店舗については継

続的な収支の把握を行っていることから各店舗毎

を、貸与資産については、各資産をグルーピング

の 小単位としております。 

 共用資産を賃貸目的に変更したことにより、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

379百万円(土地258百万円、建物120百万円)を減

損損失として特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は使用価値を採用し、割引率

は2.5％を適用しております。

 

※10 減損損失

当事業年度において、以下の資産グループに基づ

き減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額

東京都 直営店舗 建物等 48百万円

東京都 本部管理システム ソフトウェア 17百万円

─ POSシステム リース資産等 137百万円

合計 203百万円

 資産のグルーピングは、直営店舗については継

続的な収支の把握を行っていることから各店舗毎

を、貸与資産については、各資産をグルーピング

の 小単位としております。 

 営業損益が継続してマイナスの直営店舗につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額48百万円(建物44百万円、その他4百万円)を

減損損失として特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は使用価値を採用し、割引率

は3.45％を適用しております。 

 本部管理用システムで不要となるソフトウェア

の帳簿価額を全額減額し、当該減少額17百万円を

減損損失として特別損失に計上しております。 

 また、チキン関連事業のPOSシステム入替に伴

い、不要となるリース資産及びソフトウェアの帳

簿価額を全額減額し、当該減少額137百万円(リー

ス資産85百万円、ソフトウェア52百万円)を減損

損失として特別損失に計上しております。 

なお、リース資産については未経過リース料を基

に帳簿価額を算定しております。

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 71,001 13,302 ─ 84,303

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 84,303 13,900 400 97,803



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

工具器具備品

取得価額相当額 521百万円

減価償却累計額相当額 304百万円

期末残高相当額 217百万円

工具器具備品

取得価額相当額 2,415百万円

減価償却累計額相当額 323百万円

期末残高相当額 2,092百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 111百万円

１年超 112百万円

合計 224百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 480百万円

１年超 1,631百万円

合計 2,112百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 142百万円

減価償却費相当額 132百万円

支払利息相当額 8百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 354百万円

減価償却費相当額 319百万円

支払利息相当額 52百万円

減損損失 42百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 ─百万円

合計 4百万円

２ オペレーティング・リース取引

                 ─────



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年11月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当事業年度(平成19年11月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年11月30日)

当事業年度
(平成19年11月30日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 金額(百万円)

退職給付引当金 802

前受収益 180

貸倒引当金 223

減価償却費 247

役員退職慰労引当金 33

ゴルフ会員権評価損 77

少額償却資産 70

減損損失 639

投資有価証券評価損 58

未払社会保険料 37

未払事業税 72

その他 69

小計 2,512

評価性引当額 △ 556

繰延税金資産合計 1,955

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額 58

繰延税金負債合計 58

繰延税金資産の純額 1,897
 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 金額(百万円)

退職給付引当金 853

前受収益 53

貸倒引当金 207

減価償却費 296

役員退職慰労引当金 40

ゴルフ会員権評価損 77

少額償却資産 64

減損損失 638

投資有価証券評価損 58

未払社会保険料 39

未払事業税 79

未払賞与 215

その他 80

小計 2,705

評価性引当額 △ 575

繰延税金資産合計 2,130

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額 24

繰延税金負債合計 24

繰延税金資産の純額 2,105

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

(調整)

交際費等永久に損金に算入
されない項目

2.6

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△ 0.0

住民税均等割等 5.0

評価性引当額 4.2

法人税額の特別控除税額 △ 0.2

その他 △ 0.5

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率

52.1  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

(調整)

交際費等永久に損金に算入
されない項目

2.1

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△ 0.4

住民税均等割等 4.9

法人税額の特別控除税額 △ 0.6

その他 1.4

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

48.4



前へ 

(１株当たり情報) 

  

 
(注)算定上の基礎 

1. 1株当たり純資産額 

 
2. 1株当たり当期純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

１株当たり純資産額 1,047.30円 １株当たり純資産額 1,052.18円

１株当たり当期純利益 52.42円 １株当たり当期純利益 57.66円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

項目
前事業年度

(平成18年11月30日)
当事業年度

(平成19年11月30日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 23,981百万円 24,079百万円

普通株式に係る純資産額 23,981百万円 24,079百万円

貸借対照表の純資産の部の合計額
と1株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式に係る事業年度末
の純資産額との差額

─ ─

普通株式の発行済株式数 22,983,000株 22,983,000株

普通株式の自己株式数 84,303株 97,803株

1株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数

22,898,697株 22,885,197株

項目
前事業年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

損益計算書上の当期純利益 1,200百万円 1,319百万円

普通株式に係る当期純利益 1,200百万円 1,319百万円

普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳

─ ─

普通株式の期中平均株式数 22,903,743株 22,891,437株



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 197,000 214

㈱アクシーズ 90,000 70

㈱Misumi 38,500 54

チタカ・インターナショナル・フーズ㈱ 50,000 12

㈱エリア 40 2

㈱ジェフグルメカード 400 0

計 375,940 353

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券)

満期保有目的の債券

東京再生都債 第７回 50 50

利付国債 第242回 50 50

利付国債 第243回           50 49

利付国債 第244回 50 49

利付国債 第247回 50 49

三菱UFJリース㈱ 社債 第27回 100 99

その他有価証券

コマーシャルペーパー         
 三菱UFJリース㈱

1,000 999

コマーシャルペーパー         
 三菱UFJリース㈱

1,000 998

コマーシャルペーパー         
 三井住友ファイナンス＆リース㈱

1,000 999

コマーシャルペーパー         
 三井住友ファイナンス＆リース㈱

1,000 999

小計 4,350 4,346

(投資有価証券)

満期保有目的の債券

預金保険機構債券 第148回 100 99

東京再生都債 第８回 50 50

東京再生都債 第９回 50 50

東京再生都債 第10回 50 50

小計 250 249

合計 4,600 4,596



  



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 
  

２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

 
３ 建設仮勘定の主な増減は、上記１に記載した物件に係るものであります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物
15,963 984 1,264 15,683 11,796 971 3,886

(224)

 機械及び装置
2,350 353 291 2,412 1,652 160 759

(8)

 車両及び運搬具
589 168 159 598 431 153 167

(0)

 工具器具備品
4,160 427 499 4,087 2,989 382 1,097

(75)

 土地
3,504 ─ ─ 3,504 ─ ─ 3,504

(─)

 建設仮勘定 43 1,936 1,934 45 ─ ─ 45

有形固定資産計
26,612 3,870 4,149 26,332 16,870 1,668 9,462

(308)

無形固定資産

 のれん 167 ─ ─ 167 141 33 25

 借地権 42 ─ ─ 42 ─ ─ 42

 ソフトウェア
1,187 356 432 1,111 306 213 805

(225)

 電話加入権 116 0 0 116 ─ ─ 116

 施設利用権 6 ─ ─ 6 5 0 1

無形固定資産計
1,519 356 432 1,443 452 247 991

(225)

 長期前払費用
423 579 121 881 229 154 651

(6)

繰延資産

― ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

繰延資産計 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

・直営店舗新規出店によるもの ・既存店舗の改装等によるもの

(1)建物 350百万円 (1)建物 541百万円

(2)機械及び装置 46百万円 (2)機械及び装置 97百万円

(3)車両及び運搬具 3百万円 (3)車両及び運搬具 73百万円

(4)工具器具備品 104百万円 (4)工具器具備品 120百万円

・直営店舗の閉店、改装等によるもの ・なお、当期減少額のうち（ ）内は内書きで

減損損失の計上額であります。(1)建物 693百万円

(2)機械及び装置 43百万円

(3)車両及び運搬具 58百万円

(4)工具器具備品 155百万円



【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び貸倒懸念債権等特定の債権に

係る回収可能性の見直しによる洗替額であります。 

２ 役員賞与引当金の当期減少額(その他)は、前期末引当額36百万円に対し、支給額が34百万円であったため、

その差額を取り崩したものであります。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 777 748 ─ 777 748

役員賞与引当金 36 46 34 2 46

役員退職慰労引当金 81 17 ─ ─ 98

ポイント引当金 68 99 68 ─ 99



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(1) 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(百万円)

現金 226

預金の種類

当座預金 3,809

普通預金 453

定期預金 3,500

別段預金 3

小計 7,766

計 7,993

相手先 金額(百万円)

タニザワフーズ㈱ 173

㈱伊藤組 139

㈱さわやか 121

㈱ファスト・フード・サービス 91

㈱Misumi 90

チタカ・インターナショナル・フーズ㈱ 88

その他 1,637

計 2,343

期首残高 
(百万円) 
(Ａ)

当期発生高(千円)
(百万円) 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ)

当期末残高
(百万円) 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

2,290 30,159 30,107 2,343 92.8 28



ハ 商品 
  

 
  

ニ 原材料 
  

 
  

ホ 貯蔵品 
  

 
  

ヘ 差入保証金 
  

 
  

内訳 金額(百万円)

食材 664

包材 104

その他 2

計 772

内訳 金額(百万円)

鶏肉

ＫＦＣカットチキン 11

フィレ肉 0

計 12

内訳 金額(百万円)

資材類 16

グルメカード 8

その他 0

計 26

内訳 金額(百万円)

店舗賃借敷金保証金 6,969

本社建物等賃借敷金保証金 296

福利厚生施設会員保証金他 16

計 7,281



(2) 負債の部 

イ 買掛金 

  

 
  

ロ 未払金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

三菱商事㈱ 993

フードリンク㈱ 663

㈱アクシーズ 485

第一ブロイラー㈱ 463

日昭産業㈱ 321

コカ・コーラ カスタマーセールス 259

その他 2,972

計 6,159

内訳 金額(百万円)

設備関係 430

ロイヤリティー 360

臨時雇人件費 913

広告宣伝費 387

その他 593

計 2,684



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

(注) 単元未満株主の権利 

当社では、単元未満株主の権利の制限をできる旨を定款に定めております。 

当社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

(2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利 

(3) 募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利 

(4) 単元未満株式の買増を請求する権利 

  

事業年度 12月１日から11月30日まで

定時株主総会 毎年２月中

基準日 11月30日

株券の種類 1,000株券、10,000株券、100,000株券、1,000株未満券

剰余金の配当の基準日 ５月31日、11月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料

以下の算式により１単元当りの金額を算定し、これを買取った単元未満株式の数で按
分した金額とする。 
(算式)１株当りの買取単価に１単元の株式数を乗じた金額のうち 
100万円以下の金額につき            1.150％ 
100万円を超え500万円以下の金額につき     0.900％ 
500万円を超え1,000万円以下の金額につき    0.700％ 
1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき   0.575％ 
3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき   0.375％ 
(円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。) 
ただし、１単元当りの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。

公告掲載方法
公告は、電子公告により行います。やむを得ない事由により、電子公告によることが
できない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行います。

株主に対する特典
毎年11月、５月の各末日の単元株以上所有株主に対し、毎回一律５千円相当の株主優
待券を贈呈しております。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

  

 
２ 【その他の参考情報】 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第38期(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日)平成19年２月22日関東財務局長に提

出 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第39期中(自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日)平成19年８月23日関東財務局長に

提出 

  

(3) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号(親会社の異動及び主要株主の異動)

の規定に基づく臨時報告書 平成19年12月14日関東財務局長に提出 

  

当社には親会社等はありません。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年２月22日

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の平成17年12月１日から平成18年11月30日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社及び連結子会社の平成18年11月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  石  原  良  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  原     明  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成20年２月21日

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の平成18年12月１日から平成19年11月30日

までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計

算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社及び連結子会社の平成19年11月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  西  田  英  樹  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  清  水  芳  彦  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年２月22日

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の平成17年12月１日から平成18年11月30日までの第38

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の平成18年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  石  原  良  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  原     明  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成20年２月21日

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の平成18年12月１日から平成19年11月30日

までの第39期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明

細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の平成19年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  西  田  英  樹  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  清  水  芳  彦  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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